
JP 5744921 B2 2015.7.8

10

20

(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　磁場を発生させるように作られた２以上の磁場発生装置であって、該磁場発生装置は、
搬送信号により励起されるように作られ、各磁場発生装置は、
　　ループアンテナアセンブリーを有するインダクティブ要素であって、該ループアンテ
ナアセンブリーの全周は、前記搬送信号の波長の２５％より短いことを特徴とするインダ
クティブ要素と、
　　前記インダクティブ要素と接続した少なくとも１つのキャパシティブ要素と、を有す
ることを特徴とする、磁場発生装置と、
　前記磁場発生装置と磁気的に結合するように作られ、各磁場発生装置から生じた磁場の
少なくとも一部を集束させるように作られた分割リング共振器アセンブリーと、
　隣り合う２つの前記磁場発生装置の間に位置する渦電流トラップであって、該渦電流ト
ラップは前記磁場発生装置からの電磁場のパターンを吸収する共振タンク回路であること
を特徴とする渦電流トラップと、
　を具備する磁場集束アセンブリー。
【請求項２】
　前記磁場発生装置はアンテナ アセンブリーを有することを特徴とする請求項１に記載
の磁場集束アセンブリー。
【請求項３】
　前記分割リング共振器アセンブリーは、材料の特性が材料の構造により定まるような材



(2) JP 5744921 B2 2015.7.8

10

20

30

40

50

料で組み立てられていることを特徴とする請求項１に記載の磁場集束アセンブリー。
【請求項４】
　前記分割リング共振器アセンブリーは、銅で組み立てられていることを特徴とする請求
項１に記載の磁場集束アセンブリー。
【請求項５】
　前記分割リング共振器アセンブリーは、一般に平らで幾何学的形状をもつよう作られて
いることを特徴とする請求項１に記載の磁場集束アセンブリー。
【請求項６】
　前記磁場発生装置は、規定の周波数の搬送信号により励起されるように作られ、前記分
割リング共振器アセンブリーは、前記搬送信号の規定の周波数より約５～１０％高い共振
周波数を持つよう作られていることを特徴とする請求項１に記載の磁場集束アセンブリー
。
【請求項７】
　前記インダクティブ要素は、前記第１のスロットアセンブリーの近傍に配置され、前記
第１のスロットアセンブリー内にある第１のＲＦＩＤタグアセンブリーの存在を検出し、
前記第１のスロットアセンブリーに隣接する第２のスロットアセンブリー内にある第２の
ＲＦＩＤタグアセンブリーの存在は検出しないように作られていることを特徴とする請求
項１に記載の磁場集束アセンブリー。
【請求項８】
　前記ループアンテナアセンブリーの全周は、前記搬送信号の波長の約１０％であること
を特徴とする請求項１に記載の磁場集束アセンブリー。
【請求項９】
　前記少なくとも１つのキャパシティブ要素は、前記搬送信号を受信するポートとアース
とに接続するように作られている第１のキャパシティブ要素を有することを特徴とする請
求項１に記載の磁場集束アセンブリー。
【請求項１０】
　前記少なくとも１つのキャパシティブ要素は、前記搬送信号を受信するポートと前記イ
ンダクティブ要素とに接続するように作られている第２のキャパシティブ要素を有するこ
とを特徴とする請求項９に記載の磁場集束アセンブリー。
【請求項１１】
　前記磁場発生装置は、搬送信号により励起されるように作られ、該磁場発生装置は、
　マルチセグメントループアンテナアセンブリーを有するインダクティブ要素であって、
該マルチセグメントループアンテナアセンブリーは、
　　搬送信号の位相シフトを少なくとも第１のアンテナセグメント内に減少させるように
作られた少なくとも第１の位相シフト要素を有する少なくとも第１のアンテナセグメント
と、
　　搬送信号の 位相シフトを少なくとも第２のアンテナセグメント内に減少させるよう
に作られた少なくとも第２の位相シフト要素を有する少なくとも第２のアンテナセグメン
トと、
　　を有し、
　　各アンテナセグメントの長さは前記搬送信号の波長の２５％以下であることを特徴と
するインダクティブ要素と、
　前記マルチセグメントループアンテナアセンブリーのインピーダンスを調整するように
作られている少なくとも１つのマッチング要素と、
　を具備することを特徴とする請求項１に記載の磁場集束アセンブリー。
【請求項１２】
　前記インダクティブ要素は処理システムのアクセスアセンブリーの近傍に位置し、該ア
クセスアセンブリーをＲＦＩＤに基づき活性化するように作られていることを特徴とする
請求項１１に記載の磁場集束アセンブリー。
【請求項１３】
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　前記第１の位相シフト要素と前記第２の位相シフト要素のうちの少なくとも１つはキャ
パシティブ要素を具備することを特徴とする請求項１１に記載の磁場集束アセンブリー。
【請求項１４】
　各アンテナセグメントの長さは、搬送信号の波長の約１０％であることを特徴とする請
求項１１に記載の磁場集束アセンブリー。
【請求項１５】
　前記少なくとも１つのマッチング要素は、
　前記搬送信号を受信するポートとアースとに接続するように作られた第１のマッチング
要素を具備することを特徴とする請求項１１に記載の磁場集束アセンブリー。
【請求項１６】
　前記第１のマッチング要素はキャパシティブ要素を具備することを特徴とする請求項１
５に記載の磁場集束アセンブリー。
【請求項１７】
　前記少なくとも１つのマッチング要素は、
　搬送信号を受信するポートと前記インダクティブ要素とに接続するように作られた第２
のマッチング要素を具備することを特徴とする請求項１５に記載の磁場集束アセンブリー
。
【請求項１８】
　前記第２のマッチング要素は、キャパシティブ要素を具備することを特徴とする請求項
１７に記載の磁場集束アセンブリー。
【請求項１９】
　搬送信号により励起されるように作られた２以上のＲＦＩＤアンテナアセンブリーであ
って、各ＲＦＩＤアンテナアセンブリーは、
　マルチセグメントループアンテナアセンブリーを有するインダクティブ要素であって、
該マルチセグメントループアンテナアセンブリーは、
　　前記搬送信号の位相シフトを少なくとも第１のアンテナセグメント内に減少させるよ
うに作られた少なくとも第１の位相シフト要素を有する少なくとも第１のアンテナセグメ
ントと、
　　前記搬送信号の位相シフトを少なくとも第２のアンテナセグメント内に減少させるよ
うに作られた少なくとも第２の位相シフト要素を有する少なくとも第２のアンテナセグメ
ントと、
　　を具備し、
　　各アンテナセグメントの長さは前記搬送信号の波長の２５％以下であることを特徴と
するインダクティブ要素と、
　前記マルチセグメントループアンテナアセンブリーのインピーダンスを調整するように
作られている少なくとも１つのマッチング要素と、
　隣接する前記ＲＦＩＤアンテナアセンブリーのマルチセグメントループアンテナアセン
ブリー同士の間に位置する渦電流トラップであって、該渦電流トラップは前記マルチセグ
メントループアンテナアセンブリーからの電磁場のパターンを吸収する共振タンク回路で
あることを特徴とする渦電流トラップと、
　を具備することを特徴とするＲＦＩＤアンテナアセンブリー。
【請求項２０】
　前記インダクティブ要素は、処理システムのアクセスアセンブリーの近傍に位置し、該
アクセスアセンブリーをＲＦＩＤに基づき活性化するように作られていることを特徴とす
る請求項１９に記載のＲＦＩＤアンテナアセンブリー。
【請求項２１】
　前記第１の位相シフト要素と前記第２の位相シフト要素のうちの少なくとも１つは、キ
ャパシティブ要素を有することを特徴とする請求項１９に記載のＲＦＩＤアンテナアセン
ブリー。
【請求項２２】
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　各アンテナセグメントの長さは、搬送信号の波長の約１０％であることを特徴とする請
求項１９に記載のＲＦＩＤアンテナアセンブリー。
【請求項２３】
　前記少なくとも１つのマッチング要素は、
　前記搬送信号を受信するポートとアースとに接続するように作られた第１のマッチング
要素を具備することを特徴とする請求項１９に記載のＲＦＩＤアンテナアセンブリー。
【請求項２４】
　前記第１のマッチング要素はキャパシティブ要素を具備することを特徴とする請求項２
３に記載のＲＦＩＤアンテナアセンブリー。
【請求項２５】
　前記少なくとも１つのマッチング要素は、
　搬送信号を受信するポートと前記インダクティブ要素とに接続するように作られた第２
のマッチング要素を具備することを特徴とする請求項２３に記載のＲＦＩＤアンテナアセ
ンブリー。
【請求項２６】
　前記第２のマッチング要素は、キャパシティブ要素を具備することを特徴とする請求項
２５に記載のＲＦＩＤアンテナアセンブリー。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、ＲＦＩＤシステムに関し、さらに詳細には少なくとも１つのループアンテナ
と、少なくとも１つの分割リング共振器と、少なくとも１つの渦電流トラップとを有する
ＲＦＩＤシステムに関する。
【背景技術】
【０００２】
　１つ以上の原料を組み合わせて処理システムは製品を作り上げる。残念ながらこのよう
なシステムはしばしば構成が固定的であり、比較的限られた数の製品しか作ることができ
ない。このようなシステムで他の製品を作るようにシステムを変更することができる場合
であっても、そのような変更において、機械的／電気的／ソフトウェア的にシステムを広
範囲に変更する必要がある。
【０００３】
　例えば、異なる製品を作るために、新しい要素、例えば、新しいバルブ、ライン、マニ
ホールド、及びソフトウェアサブルーチンのような要素を付加する必要があるかもしれな
い。これは、処理システム中の既存の装置／処理が変更できないようになっており１つの
専用的な用途をもっているため、このような広範囲な変更が必要となり、したがって、新
しい業務を行うためには付加的な構成要素を追加することが必要となる。
【発明の概要】
【０００４】
　第１の実施の形態において、ＲＦＩＤアンテナアセンブリーが搬送信号により励起され
るように作られる。ＲＦＩＤアンテナアセンブリーは、ループアンテナアセンブリーを有
するインダクティブ要素と、インダクティブ要素と接続された少なくとも１つのキャパシ
ティブ要素と、ループアンテナアセンブリーから所定の距離に位置する渦電流トラップと
を具備する。
【０００５】
　以下のうちの１つ以上の特徴を具備することができる。このインダクティブ要素は、第
１のスロットアセンブリーの直近に置かれ、第１のスロットアセンブリー内にある第１の
ＲＦＩＤタグアセンブリーの存在を検出するが、第１のスロットアセンブリーに隣接する
第２のスロットアセンブリー内にある第２のＲＦＩＤタグアセンブリーの存在は検出しな
いようにすることができる。このループアンテナアセンブリーの全周は搬送信号の波長の
約１０％とすることができる。
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【０００６】
　前記少なくとも１つのキャパシティブ要素は、搬送信号を受信するポートとアースに接
続するように作られている第１のキャパシティブ要素を有することができる。前記少なく
とも１つのキャパシティブ要素は、搬送信号を受信するポートと前記インダクティブ要素
とに接続するように作られている第２のキャパシティブ要素を有することができる。
【０００７】
　他の実施の形態において、ＲＦＩＤアンテナアセンブリーが搬送信号により励起される
ように作られる。ＲＦＩＤアンテナアセンブリーはループアンテナアセンブリーを有する
インダクティブ要素を具備する。このループアンテナアセンブリーの全周は搬送信号の波
長の２５％以下である。少なくとも１つのキャパシティブ要素がインダクティブ要素と前
記ループアンテナアセンブリーから所定の距離に位置する渦電流トラップとに接続される
。
【０００８】
　以下のうちの１つ以上の特徴を具備することができる。インダクティブ要素は、第１の
スロットアセンブリーの直近に置かれ、第１のスロットアセンブリー内にある第１のＲＦ
ＩＤタグアセンブリーの存在を検出するが、第１のスロットアセンブリーに隣接する第２
のスロットアセンブリー内にある第２のＲＦＩＤタグアセンブリーの存在は検出しないよ
うにすることができる。このループアンテナアセンブリーの全周は搬送信号の波長の約１
０％とすることができる。
【０００９】
　前記少なくとも１つのキャパシティブ要素は、搬送信号を受信するポートとアースに接
続するように作られている第１のキャパシティブ要素を有することができる。前記少なく
とも１つのキャパシティブ要素は、搬送信号を受信するポートと前記インダクティブ要素
とに接続するように作られている第２のキャパシティブ要素を有することができる。
【００１０】
　他の実施の形態において、ＲＦＩＤアンテナアセンブリーが搬送信号により励起される
ように作られる。ＲＦＩＤアンテナアセンブリーはマルチセグメントループアンテナアセ
ンブリーを有するインダクティブ要素を具備する。このマルチセグメントループアンテナ
アセンブリーは、搬送信号の位相シフトを少なくとも第１のアンテナセグメント以内に減
少させるように作られた少なくとも第１の位相シフト要素を有する少なくとも第１のアン
テナセグメントを具備する。少なくとも第２のアンテナセグメントは、搬送信号の位相シ
フトを少なくとも第２のアンテナセグメント以内に減少させるように作られた少なくとも
第２の位相シフト要素を具備する。各アンテナセグメントの長さは、搬送信号の波長の２
５％を超えない。少なくとも１つのマッチング要素が、マルチセグメントループアンテナ
アセンブリーのインピーダンスを調整するように作られている。
【００１１】
　以下のうちの１つ以上の特徴を具備することができる。インダクティブ要素は、アクセ
スアセンブリーの近傍に位置し、該アクセスアセンブリーをＲＦＩＤに基づき活性化する
ように構成することができる。前記第１の位相シフト要素と前記第２の位相シフト要素の
うちの少なくとも１つはキャパシティブ要素を具備することができる。各アンテナセグメ
ントの長さは、搬送信号の波長の約１０％とすることができる。
【００１２】
　第１のマッチング要素は、搬送信号を受信するポートとアースとに接続するように作る
ことができる。この第１のマッチング要素は、キャパシティブ要素を具備することができ
る。第２のマッチング要素は、搬送信号を受信するポートと前記インダクティブ要素とに
接続するように作ることができる。この第２のマッチング要素は、キャパシティブ要素を
具備することができる。
【００１３】
　他の実施の形態において、磁場集束アセンブリーは、磁場を発生させるように作られた
磁場発生装置と、この磁場発生装置と磁気的に結合するように作られ、この磁場発生装置
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から生じた磁場の少なくとも一部を集束させるように作られた分割リング共振器アセンブ
リーと、この磁場発生装置から所定の位置に置かれた渦電流トラップとを具備する。
【００１４】
　以下のうちの１つ以上の特徴を具備することができる。前記磁場発生装置はアンテナア
センブリーを具備することができる。前記分割リング共振器アセンブリーはメタマテリア
ルで組み立てることができる。前記分割リング共振器アセンブリーは非鉄材料で組み立て
ることができる。前記分割リング共振器アセンブリーは、一般に平面的とし幾何学的形状
とすることができる。
【００１５】
　前記磁場発生装置は、規定の周波数の搬送信号により励起されるように作られ、前記分
割リング共振器アセンブリーは、前記搬送信号の規定の周波数より約５～１０％高い共振
周波数を持つよう作られる。
【００１６】
　前記磁場発生装置は、搬送信号により励起されるように作られ、ループアンテナアセン
ブリーを有するインダクティブ要素を具備するように作ることができる。ループアンテナ
アセンブリーの全周は、搬送信号の波長の２５％より短くすることができる。少なくとも
１つのキャパシティブ要素を前記インダクティブ要素と接続することができる。
【００１７】
　前記インダクティブ要素は、前記第１のスロットアセンブリーの近傍に配置され、前記
第１のスロットアセンブリー内にある第１のＲＦＩＤタグアセンブリーを存在を検出し、
前記第１のスロットアセンブリーに隣接する第２のスロットアセンブリー内にある第２の
ＲＦＩＤタグアセンブリー存在は検出しないようにすることができる。このループアンテ
ナアセンブリーの全周は搬送信号の波長の約１０％とすることができる。前記少なくとも
１つのキャパシティブ要素は、搬送信号を受信するポートとアースとに接続するように作
られている第１のキャパシティブ要素を有することができる。前記少なくとも１つのキャ
パシティブ要素は、搬送信号を受信するポートと前記インダクティブ要素とに接続するよ
うに作られている第２のキャパシティブ要素を有することができる。
【００１８】
　前記磁場発生装置は、搬送信号により励起されるように作ることができ、マルチセグメ
ントループアンテナアセンブリーを有するインダクティブ要素を具備することができる。
このマルチセグメントループアンテナアセンブリーは、搬送信号の位相シフトを少なくと
も第１のアンテナセグメント内に減少させるための少なくとも第１の位相シフト要素を有
する少なくとも第１のアンテナセグメントを具備することができる。少なくとも第２のア
ンテナセグメントは、搬送信号の位相シフトを少なくとも第２のアンテナセグメント内に
減少させるように作られた少なくとも第２の位相シフト要素を具備することができる。各
アンテナセグメントの長さは、搬送信号の波長の２５％を超えない。少なくとも１つのマ
ッチング要素が、マルチセグメントループアンテナアセンブリーのインピーダンスを調整
するように作られている。
【００１９】
　前記インダクティブ要素は、アクセスアセンブリーの近傍に位置し、該アクセスアセン
ブリーをＲＦＩＤに基づき活性化するように構成することができる。前記第１の位相シフ
ト要素と前記第２の位相シフト要素のうちの少なくとも１つはキャパシティブ要素を具備
することができる。各アンテナセグメントの長さは、前記搬送信号の波長の約１０％とす
ることができる。第１のマッチング要素は、搬送信号を受信するポートとアースとに接続
するように構成することができる。この第１のマッチング要素は、キャパシティブ要素を
具備することができる。第２のマッチング要素は、搬送信号を受信するポートと前記イン
ダクティブ要素とに接続するように構成することができる。この第２のマッチング要素は
、キャパシティブ要素を具備することができる。
【００２０】
　他の実施の形態において、ＲＦＩＤアンテナアセンブリーが搬送信号により励起される
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ように作られる。ＲＦＩＤアンテナアセンブリーはマルチセグメントループアンテナアセ
ンブリーを有するインダクティブ要素を具備する。このマルチセグメントループアンテナ
アセンブリーは、搬送信号の位相シフトを少なくとも第１のアンテナセグメント内に減少
させるように作られた少なくとも第１の位相シフト要素を有する少なくとも第１のアンテ
ナセグメントを具備する。少なくとも第２のアンテナセグメントは、搬送信号の位相シフ
トを少なくとも第２のアンテナセグメント内に減少させるように作られた少なくとも第２
の位相シフト要素を具備する。前記ＲＦＩＤアンテナアセンブリーは少なくとも１つの遠
距離アンテナアセンブリーを具備する。各アンテナセグメントの長さは、搬送信号の波長
の２５％を超えない。少なくとも１つのマッチング要素が、マルチセグメントループアン
テナアセンブリーのインピーダンスを調整するように作られている。このアセンブリーは
、前記マルチセグメントループアンテナアセンブリーから所定の距離に位置する渦電流ト
ラップを具備する。
【００２１】
　以下のうちの１つ以上の特徴を具備することができる。前記インダクティブ要素は、処
理システムのアクセスアセンブリーの近傍に位置し、該アクセスアセンブリーをＲＦＩＤ
に基づき活性化するように作ることができる。前記遠距離アンテナアセンブリーはダイポ
ールアンテナアセンブリーとすることができる。前記遠距離アンテナアセンブリーは第１
のアンテナ部分と第２のアンテナ部分とを具備することができる。該第１のアンテナ部分
と第２のアンテナ部分との合計長さは、前記搬送信号の波長の２５％より長くなることも
ある。
【００２２】
　本発明はこれらの特徴に限定されるものではなく、添付特許請求の範囲及び図面と合わ
せて読んだとき、当業者には本発明の他の特徴、解釈、利点も自明であろう。１以上の実
施の形態の詳細を添付図とともに以下に記載する。他の特徴及び利点も、この記載、図面
、及び特許請求の範囲の記載から明確になるであろう。
【図面の簡単な説明】
【００２３】
　本発明のこれらの特徴及び他の特徴並びに利点は、以下の図面と以下の詳細な説明によ
りよく理解できるであろう。
【図１】処理システムの１つの実施例の線図である。
【図２】図１の処理システム内に含まれる制御ロジックサブシステムの１つの実施例の線
図である。
【図３】図１の処理システム内に含まれる高容量原料サブシステムの１つの実施例の線図
である。
【図４】図１の処理システム内に含まれるマイクロ原料サブシステムの１つの実施例の線
図である。
【図５】図１の処理システム内に含まれる配管系統／制御サブシステムの１つの実施例の
線図である。
【図６】図１の処理システム内に含まれるユーザーインターフェースサブシステムの１つ
の実施例の線図である。
【図７】図１の処理システム内に含まれるＲＦＩＤシステムの１つの実施例のアイソメト
リック図である。
【図８Ａ】図７のＲＦＩＤシステムの１つの実施例の線図である。
【図８Ｂ】図７のＲＦＩＤシステムのもう１つの実施例の線図である。
【図９】図７のＲＦＩＤシステム内に含まれるＲＦＩＤアンテナアセンブリーの１つの実
施例の線図である。
【図１０】図９のＲＦＩＤアンテナアセンブリーのアンテナループアセンブリーの１つの
実施例のアイソメトリック図である。
【図１１Ａ】図１０のアンテナループアセンブリーで用いる分割リング共振器の１つの実
施例のアイソメトリック図である。
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【図１１Ｂ１】搬送信号の種々の位相角において分割リング共振器アセンブリーのある場
合とない場合とでのインダクティブループアセンブリーにより生じる磁束の線を描いた、
種々の磁束プロット図である。
【図１１Ｂ２】搬送信号の種々の位相角において分割リング共振器アセンブリーのある場
合とない場合とでのインダクティブループアセンブリーにより生じる磁束の線を描いた、
種々の磁束プロット図である。
【図１１Ｂ３】搬送信号の種々の位相角において分割リング共振器アセンブリーのある場
合とない場合とでのインダクティブループアセンブリーにより生じる磁束の線を描いた、
種々の磁束プロット図である。
【図１１Ｂ４】搬送信号の種々の位相角において分割リング共振器アセンブリーのある場
合とない場合とでのインダクティブループアセンブリーにより生じる磁束の線を描いた、
種々の磁束プロット図である。
【図１１Ｂ５】搬送信号の種々の位相角において分割リング共振器アセンブリーのある場
合とない場合とでのインダクティブループアセンブリーにより生じる磁束の線を描いた、
種々の磁束プロット図である。
【図１１Ｂ６】搬送信号の種々の位相角において分割リング共振器アセンブリーのある場
合とない場合とでのインダクティブループアセンブリーにより生じる磁束の線を描いた、
種々の磁束プロット図である。
【図１１Ｂ７】搬送信号の種々の位相角において分割リング共振器アセンブリーのある場
合とない場合とでのインダクティブループアセンブリーにより生じる磁束の線を描いた、
種々の磁束プロット図である。
【図１１Ｂ８】搬送信号の種々の位相角において分割リング共振器アセンブリーのある場
合とない場合とでのインダクティブループアセンブリーにより生じる磁束の線を描いた、
種々の磁束プロット図である。
【図１１Ｂ９】搬送信号の種々の位相角において分割リング共振器アセンブリーのある場
合とない場合とでのインダクティブループアセンブリーにより生じる磁束の線を描いた、
種々の磁束プロット図である。
【図１１Ｂ１０】搬送信号の種々の位相角において分割リング共振器アセンブリーのある
場合とない場合とでのインダクティブループアセンブリーにより生じる磁束の線を描いた
、種々の磁束プロット図である。
【図１１Ｂ１１】搬送信号の種々の位相角において分割リング共振器アセンブリーのある
場合とない場合とでのインダクティブループアセンブリーにより生じる磁束の線を描いた
、種々の磁束プロット図である。
【図１１Ｂ１２】搬送信号の種々の位相角において分割リング共振器アセンブリーのある
場合とない場合とでのインダクティブループアセンブリーにより生じる磁束の線を描いた
、種々の磁束プロット図である。
【図１１Ｂ１３】搬送信号の種々の位相角において分割リング共振器アセンブリーのある
場合とない場合とでのインダクティブループアセンブリーにより生じる磁束の線を描いた
、種々の磁束プロット図である。
【図１１Ｂ１４】搬送信号の種々の位相角において分割リング共振器アセンブリーのある
場合とない場合とでのインダクティブループアセンブリーにより生じる磁束の線を描いた
、種々の磁束プロット図である。
【図１１Ｂ１５】搬送信号の種々の位相角において分割リング共振器アセンブリーのある
場合とない場合とでのインダクティブループアセンブリーにより生じる磁束の線を描いた
、種々の磁束プロット図である。
【図１１Ｂ１６】搬送信号の種々の位相角において分割リング共振器アセンブリーのある
場合とない場合とでのインダクティブループアセンブリーにより生じる磁束の線を描いた
、種々の磁束プロット図である。
【図１１Ｃ】図１１Ａの分割リング共振器の１つの実施例を具備する図７のＲＦＩＤシス
テムの１つの実施例の線図である。
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【図１２Ａ】図１１Ａの分割リング共振器の等価回路の概念図の１つの実施例である。
【図１２Ｂ】図１１Ａの分割リング共振器に用いる同調回路の概念図の１つの実施例であ
る。
【図１３Ａ】図１１Ａの分割リング共振器の代替的な実施例の１つの例である。
【図１３Ｂ】図１１Ａの分割リング共振器の代替的な実施例の１つの例である。
【図１４】図１の処理システムを収納するハウジングアセンブリーのアイソメトリック図
の１つの実施例である。
【図１５Ａ】図１の処理システム内に含まれるＲＦＩＤアクセスアンテナアセンブリーの
１つの実施例の線図である。
【図１５Ｂ】図１５ＡのＲＦＩＤアクセスアンテナアセンブリーに用いる分割リング共振
器の１つの実施例である。
【図１６Ａ】図１５ＡのＲＦＩＤアクセスアンテナアセンブリー好ましい実施例の線図で
ある。
【図１６Ｂ】図１６ＡのＲＦＩＤアクセスアンテナアセンブリーに用いる分割リング共振
器の好ましい実施例の線図である。
【図１７】図１５Ａ及び図１５ＢのＲＦＩＤアクセスアンテナアセンブリーに用いる同調
回路の１つの実施例の概念図である。
【図１８Ａ】電流トラップ及びアンテナアセンブリーの１つの実施例の線図である。
【図１８Ｂ】図１８Ａに示した渦電流トラップの線図である。
【図１９】ボード上の分割リング共振器の１つの実施例の線図である。
【図２０Ａ】１つに実施例により設置された渦電流トラップがある場合とない場合とでの
、１つに実施例による２つのループアンテナのテスト結果を示す。
【図２０Ｂ】１つに実施例により設置された渦電流トラップがある場合とない場合とでの
、１つに実施例による２つのループアンテナのテスト結果を示す。
【図２０Ｃ】１つに実施例により設置された渦電流トラップがある場合とない場合とでの
、１つに実施例による２つのループアンテナのテスト結果を示す。
【図２０Ｄ】１つに実施例により設置された渦電流トラップがある場合とない場合とでの
、１つに実施例による２つのループアンテナのテスト結果を示す。
【図２０Ｅ】１つに実施例により設置された渦電流トラップがある場合とない場合とでの
、１つに実施例による２つのループアンテナのテスト結果を示す。
【図２０Ｆ】１つに実施例により設置された渦電流トラップがある場合とない場合とでの
、１つに実施例による２つのループアンテナのテスト結果を示す。
【図２０Ｇ】１つに実施例により設置された渦電流トラップがある場合とない場合とでの
、１つに実施例による２つのループアンテナのテスト結果を示す。
【図２１】ループアンテナの１つに実施例を示す。
【００２４】
　図における類似の参照番号は類似の構成要素を示す。
【発明を実施するための形態】
【００２５】
　ここに記載するのは製品分配システムである。このシステムは、「サブシステム」とも
呼ばれる、１以上のモジュール要素を具備する。ここでは一般的なシステムについて記載
し、さまざまな実施例において、この製品分配システムは１以上のサブシステムを具備す
るが、この製品分配システムはここに記載した１以上のサブシステムに限定されるもので
はない。したがって、いくつかの実施例において、付加的なサブシステムを製品分配シス
テムに用いることができる。
【００２６】
　以下の説明において、種々の電気的要素、機械的要素、電気－機械的要素、及び種々の
原料を混合・加工して製品にするソフトウェア処理（すなわち、「サブシステム」）につ
いて説明する。このような製品には、乳製品（例えば、ミルクセーキ、フロート、モルト
、フラッペ）、コーヒー製品（例えば、コーヒー、カプチーノ、エスプレッソ）、ソーダ
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製品（例えば、フロート、フルーツジュース入りソーダ）、ティー製品（例えば、アイス
ティー、甘茶、熱いお茶）、水製品（例えば、湧水、風味付き湧水、ビタミン入り湧水、
高電解質飲料、高糖質飲料）、固形製品（例えば、トレイルミックス、グラノーラ製品、
ミックスナッツ、シリアル製品、ミックスグレイン製品）、医薬品（例えば、不溶解性薬
品、注射薬、服用薬、透析液）、アルコール製品（例えば、混合酒、ワインスプリッツア
、ソーダベースのアルコール飲料、水ベースのアルコール飲料、風味付きビール「ショッ
ト」）、工業製品（例えば溶剤、ペイント、潤滑剤、染料）、及び、健康／化粧品製品（
例えばシャンプー、化粧品、石鹸、ヘアコンディショナー、スキントリートメント、局所
軟膏）が含まれるがこれらに限定されるものではない。
【００２７】
　製品は、１つ以上の「原料」を用いて製造することができる。原料には、１つ以上の流
体、粉末、固形物あるいは気体が含まれる。この流体、粉末、固形物、及び／又は気体は
、処理と分配の過程で水で戻されたり、薄められたりされる。製品は流体、固形物、粉末
あるいは気体である。
【００２８】
　種々の原料は、「微量原料」、あるいは「大容量微量原料」と呼ばれる。使用する１以
上の原料は、ハウジング、つまり製品計量分配機の内部に収容することができる。しかし
ながら、１以上の原料は、この分配機の外で貯蔵又は製造することができる。例えば、実
施例によっては、多量に使用する（種々の品質の）水、あるいは別の成分は、分配機の外
側に貯蔵される（例えば、実施例によっては、高果糖コーンシロップは分配機の外側に貯
蔵される）一方、他の原料、例えば、粉末形態の原料、濃縮原料、栄養補助食品、調合薬
及び／又はガスシリンダは分配機自体の内部に貯蔵される。
【００２９】
　上述の電気要素、機械要素、電気機械要素、及びソフトウェア処理の種々の組み合わせ
について以下に説明する。例えば、種々のサブシステムを使用する飲料および医薬品（例
えば透析液）の製造について開示する組合せを以下に説明するが、これは製品を生成/分
配するためにサブシステムが相互に働く場合の一般的な実施例の開示であって、この開示
に限定するような趣旨ではない。具体的には、電気要素、機構要素、電気‐機械要素、お
よびソフトウェア処理は（その各々は以下で詳しく説明するが）、上述の製品やこれに類
似した別の製品を製造するために用いることができる。
【００３０】
　図１を参照すると、複数のサブシステム、すなわち、記憶サブシステム１２、制御ロジ
ックサブシステム１４、大容量原料サブシステム１６、微量原料サブシステム１８、配管
系統／制御サブシステム２０、ユーザーインターフェースサブシステム２２、及びノズル
２４を含む処理システム１０の一般的な図が示されている。上記のサブシステム１２、１
４、１６、１８、２０、２２の各々について、以下に詳述する。
【００３１】
　処理システム１０の使用中に、ユーザー２６は、ユーザーインターフェースサブシステ
ム２２を使用して、（容器３０中へ）分配する特定の製品を選択することができる。ユー
ザーインターフェースサブシステム２２を介して、ユーザー２６は、そのような製品に含
める１以上のオプションを選択することができる。例えば、オプションとして、１以上の
原料をつくかすることが含まれるがこれに限定されるものではない。１つの一般的実施例
によれば、このシステムは飲料を分配するシステムである。この実施例において、システ
ムの使用において、飲料へ種々の香料（例えば、レモン香料、ライム香料、チョコレート
香料およびバニラエッセンスを含むが、これらに限定されない）を加えること、飲料中に
１つ以上の栄養補助食品（例えば、ビタミンＡ、ビタミンＣ、ビタミンＤ、ビタミンＥ、
ビタミンＢ６、ビタミンＢ１２および亜鉛を含むが、これらに限定されない）を追加する
こと、飲料中に１つ以上の他の飲料（例えば、コーヒー、ミルク、レモネードおよびアイ
スティーを含むが、これらに限定されない）を追加すること、及び、飲料中に１つ以上の
食品（例えばアイスクリーム、ヨーグルト）を追加すること、から選択することができる
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。
【００３２】
　ユーザーインターフェースサブシステム２２を介して、一旦ユーザー２６がしかるべき
選択を行うと、ユーザーインターフェースサブシステム２２は、しかるべきデータ信号を
（データバス３２を介して）制御ロジックサブシステム１４に送ることができる。制御ロ
ジックサブシステム１４は、これらのデータ信号処理し、複数のレシピ３６から選ばれた
１つ以上のレシピを（データバス３４を介して）取り出すことができる。用語「レシピ」
は、要求の製品を処理／生成するために命令を意味する。記憶サブシステム１２からレシ
ピを取りだすと、制御ロジックサブシステム１４は、レシピを処理し、しかるべき制御信
号を（データバス３２を介して）例えば、大容量原料サブシステム１６、微量原料サブシ
ステム１８（及び、実施例によっては、処理に関する微量原料に関する記載に含まれる、
不図示の、大容量微量原料。このような大容量微量原料を分配するサブシステムに関して
は、実施例によっては、微量原料アセンブリーからの代替的アセンブリーをこのような大
容量微量原料を分配するために用いることができる）、及び、配管系統／制御サブシステ
ム２０に提供し、（容器に分配する）製品２８を製造する。
【００３３】
　図２を参照すると、制御ロジックサブシステム１４の線図が示されている。制御ロジッ
クサブシステム１４は、マイクロプロセッサー１００［例えばカリフォルニア州サンタク
ララ市の株式会社インテルによって製造されたＡＲＭ（登録商標）マイクロプロセッサー
］、不揮発性メモリ（例えば読み取り専用メモリ１０２）、揮発性メモリ（例えばランダ
ムアクセスメモリ１０４）を有している。これらの各々は１つ以上のデータ／システムバ
ス１０６、１０８によって相互に接続されている。上述のように、ユーザーインターフェ
ースサブシステム２２はデータバス３２を介して制御論理サブシステム１４につながれて
いる。
【００３４】
　制御ロジックサブシステム１４はまた、例えば、処理システム１０に組み込むことので
きるスピーカー１１２にアナログオーディオ信号を提供するためのオーディオサブシステ
ム１１０を有することができる。オーディオサブシステム１１０はデータ／システムバス
１１４を介してマイクロプロセッサー１００につなぐことができる。
【００３５】
　制御ロジックサブシステム１４は、オペレーティングシステムを実行することができ、
オペレーティングシステムの例として、マイクロソフト・ウィンドウＣＥ（登録商標）、
レッドハット・リナックス（登録商標）、パームＯＳ（登録商標）、又は装置に特有の（
つまり特別注文の）オペレーティング・システムが含まれるが、これらに制限されない。
【００３６】
　上記オペレーティングシステムの命令セットとサブルーチンは（それらは記憶サブシス
テム１２上に記憶されてもよいが）、１つ以上のプロセッサ（例えばマイクロプロセッサ
ー１００）と、制御ロジックサブシステム１４に組み入れられた１つ以上のメモリアーキ
テクチャ（例えば読み取り専用メモリ１０２及び／又はランダムアクセス記憶装置１０４
）によって実行される。
【００３７】
　記憶サブシステム１２には、例えば、ハードディスクドライブ、光学ドライブ、ランダ
ムアクセスメモリ（ＲＡＭ）、読み取り専用メモリ（ＲＯＭ）、ＣＦ（つまりコンパクト
なフラッシュ）カード、ＳＤ（つまり安全なディジタル）カード、SmartMedia（登録商標
）カード、メモリステック（登録商標）およびMultiMedia（登録商標）カードが含まれる
。
【００３８】
　上述の通り、記憶サブシステム１２はデータバス３４を介して制御論理サブシステム１
４とつながっている。制御ロジックサブシステム１４は、また、マイクロプロセッサー１
００によって供給される信号を、記憶システム１２によって使用可能なフォーマットへの
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変換するための記憶制御部１１６（想像線で示した）を含む。さらに、記憶制御部１１６
は、記憶サブシステム１２によって供給される信号を、マイクロプロセッサー１００によ
って使用可能なフォーマットに変換してもよい。実施例によっては、イーサネット接続も
含まれている。
【００３９】
　上述の通り、大容量原料サブシステム（またここで「微量原料」と呼ばれる）１６、微
量原料サブシステム１８及び／又は配管系統／制御サブシステム２０は、データバス３８
を介して制御ロジックサブシステム１４につながっている。制御ロジックサブシステム１
４には、マイクロプロセッサー１００によって供給される、大容量原料サブシステム１６
で使用可能なフォーマットへの、信号変換用の、バスインターフェース１１８（想像線で
示した）、微量原料サブシステム１８及び／又は配管系統／制御サブシステム２０を含む
ことができる。さらに、バスインターフェース１１８は、大容量原料サブシステム１６、
微量原料サブシステム１８及び／又は配管系統／制御サブシステム２０から供給される信
号を変換することができる。
【００４０】
　以下に詳述するように、制御ロジックサブシステム１４は、処理システム１０の動作を
制御することのできる１以上の制御処理１２０を実行することができる。制御処理１２０
の命令セットおよびサブルーチンは、記憶サブシステム１２に記憶しておくことができ、
制御ロジックサブシステム１４に組み込まれた１以上のプロセッサ（例えばマイクロプロ
セッサー１００）と１以上のメモリアーキテクチャ（例えば読み取り専用メモリ１０２、
及び／又はランダムアクセス記憶装置１０４）によって実行される。
【００４１】
　図３を参照すると、大容量原料サブシステム１６及び配管系統／制御サブシステム２０
の線図が示されている。例えば、大容量原料サブシステム１６は、二酸化炭素供給部１５
０、給水部１５２、および高果糖コーンシロップ供給部１５４を含むことができる。大容
量原料は、実施例によって、他のサブシステムのごく近傍に配置することができる。二酸
化炭素供給部１５０の一例では、圧縮した、ガス状二酸化炭素のタンク（図示せず）を有
することができるが、これに制限されるものではない。給水部１５２の一例では、都市用
水道水供給（図示せず）、蒸留水供給、濾水供給、逆浸透（「ＲＯ」）給水手段あるいは
別の望ましい給水手段を有することができるが、これに制限されるものではない。高果糖
コーンシロップ供給部１５４の一例では、高濃縮された高果糖コーンシロップの１以上の
タンク（図示せず）、あるいは高果糖コーンシロップの１以上のバッグインボックスパッ
ケージを有することができるが、これに制限されるものではない。
【００４２】
　大容量原料サブシステム１６は（二酸化炭素供給部１５０によって供給された）炭酸ガ
スと、（給水部１５２によって供給された）水から、炭酸水を生成するための炭酸水器１
５６を有する。炭酸水１５８、水１６０および高果糖コーンシロップ１６２は、冷却板ア
センブリー１６３に供給することができる。例えば、製品を冷やすことが望ましいところ
に製品を分配する実施例の場合である。実施例によっては、冷却板アセンブリーは分配シ
ステムの部品に含まないようにすることも、迂回させることもできる。冷却板アセンブリ
ー１６３は、望ましい提供温度（例えば４０°Ｆ［４℃］）まで炭酸水１５８、水１６０
、および高果糖コーンシロップ１６２を冷やすように設計することができる。
【００４３】
　単一の冷却板１６３が炭酸水１５８、水１６０、および高果糖コーンシロップ１６２を
冷やすことが示されているが、これは専ら説明の目的のためであり、開示発明を限定する
ことを意図するものではなく、別の機器構成が可能である。例えば、個々の冷却板アセン
ブリーは各々の炭酸水１５８、水１６０、および高果糖コーンシロップ１６２を冷やすた
めに使用することができる。一旦冷却されると、冷却した炭酸水１６４、冷却した水１６
６、および冷却した高果糖コーンシロップ１６８は、配管系統／制御サブシステム２０に
供給することができる。また、さらに別の実施例では、冷却板は含まないようにすること
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ができる。実施例によっては、少なくとも１つのホットプレートを有することができる。
【００４４】
　　配管系統は、図示された順番を有しているように表されるが、実施例によっては、こ
の順序では使われない。例えば、ここに記述された流量制御モジュールは、異なる順序で
構成してもよい、つまり流量計測装置、二方バルブ、そして可変ラインインピーダンスと
してもよい。
【００４５】
　　説明のために、製品としてソフトドリンクを分配するためにシステムを使用すること
に関して、以下にシステムを記述している。つまり、記述されたマクロ原料／大容量成分
には、高果糖コーンシロップ、炭酸水および水が含まれる。しかしながら、分配システム
の別の実施例では、マクロ原料の数とマクロ原料自身が変わってもよい。
【００４６】
　　説明の目的のために、配管系統／制御サブシステム２０は、（それぞれ）冷却した炭
酸水１６４、冷却した水１６６、および冷却した高果糖コーンシロップ１６８の量を測定
する、３つの流量計測装置１７０、１７２、１７４を含むことが示される。流量計測装置
１７０、１７２、１７４は、フィードバック信号１７６、１７８、１８０を（それぞれ）
フィードバック制御装置システム１８２、１８４、１８６に送ることができる。
【００４７】
　（以下に詳述する）フィードバック制御装置システム１８２、１８４、１８６は、流量
フィードバック信号１７６、１７８、１８０を、（それぞれ冷却した炭酸水１６４、冷却
した水１６６、および冷却した高果糖コーンシロップ１６８用として定めた）望ましい流
量と比較することができる。流量フィードバック信号１７６、１７８、１８０を処理する
際に、フィードバック制御装置システム１８２、１８４、１８６は（それぞれ）可変ライ
ンインピーダンス１９４、１９６、１９８に送ることのできる流量制御信号１８８、１９
０、１９２を生成する。可変ラインインピーダンス１９４、１９６、１９８の一例は、米
国特許第５，７５５，６８３（このすべてが参照として本明細書に組み込まれるものとす
る）、及び米国特許公開第２００７/００８５０４９（このすべてが参照として本明細書
に組み込まれるものとする）に開示され権利請求されている。可変ラインインピーダンス
１９４、１９６、１９８は、ライン２０６、２０８、２１０を通って、ノズル２４及び（
それに続いて）容器３０に供給される、冷却した炭酸水１６４、冷却した水１６６、およ
び冷却した高果糖コーンシロップ１６８の流れを調整することができる。しかし、可変ラ
インインピーダンスの追加実施例もここに記載する。
【００４８】
　ライン２０６、２０８、２１０には、流体を流すことが好ましくないとき／流す必要が
ないとき（例えば輸送途中、保守作業中および休止時間中）ライン２０６、２０８、２１
０を通って流体が流れるのを防ぐために、付加的に（それぞれ）電磁バルブ２００、２０
２、２０４を設けることができる。
【００４９】
　上述の通り、図３は単に配管系統制御サブシステム２０についての説明図を示したもの
である。従って、配管系統／制御サブシステム２０で図示した手法は、この明細書につい
て制限的な意図を有するものではなく、別の機器構成が可能なものである。例えば、フィ
ードバック調節装置システム１８２、１８４、１８６の機能のうち一部又は全部を、制御
論理サブシステム１４に組み入れることができる。
【００５０】
　また、図４を参照すると、微量原料サブシステム１８と配管系統／制御サブシステム２
０の構成的平面図が示されている。微量原料サブシステム１８は、１つ以上の製品容器２
５２、２５４、２５６、２５８と解放可能に嵌合するように作ることができる製品モジュ
ールアセンブリー２５０を含むことができ、製品容器２５２、２５４、２５６、２５８は
製品２８を作るときに使用する微量原料を保持するように作ることができる。微量原料は
、製品を作るのに使用される基質である。そのような微量原料／基質の具体例として、清
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涼飲料香料の第１の部分、清涼飲料香料の第２の部分、コーヒー香料、栄養補助食品、調
合薬を含むが、これに限定されないし、流体、粉末あるいは固形物とすることができる。
しかしながら、説明の目的のために、下記の記述では、流体の微量原料を取り上げる。い
くつかの実施例では、微量原料は粉末あるいは固形物である。微量原料粉末である場合は
、システムには、粉末の測定、及び／又は粉末を水で戻すための追加のサブシステムを含
めることができる。（であるが、以下に説明する例のように、微量原料は粉末である場合
には、粉末は、製品を混ぜる方法における手順として水で戻してもよい。）
　製品モジュールアセンブリー２５０は、複数の製品容器２５２、２５４、２５６、２５
８と解放可能に嵌合するように作られた複数のスロットアセンブリー２６０、２６２、２
６４、２６６を含むことができる。特にこの例において、製品モジュールアセンブリー２
５０は４個のスロットアセンブリー（すなわち、スロット２６０、２６２、２６４、２６
６）を含むものとして示され、したがって、４個入り製品モジュールアセンブリーと呼ぶ
ことができる。製品モジュールアセンブリー２５０内で製品容器２５２、２５４、２５６
、２５８の１個以上の位置を決める場合、製品容器（例えば製品容器２５４）は矢印２６
８の方向に滑らせてスロットアセンブリー（例えばスロットアセンブリー２６２）内に入
れることができる。ここで、一般的な実施例として、「４個入り製品モジュール」アセン
ブリーが記載されているが、別の実施例では、４個以上又は４個以下の個数の製品をモジ
ュールアセンブリーの内部に含むことができる。分配システムにより分配される製品に応
じて、製品容器の数を変えることができる。従って、モジュールアセンブリーの内部に含
まれる製品の数はアプリケーションごとに特定されるものであり、例えば、これらに限定
されるものではないが、システムの効率、必要性及び／又は機能について要求される特性
を含む、システムが要求する特性を満たすよう選択することができる。
【００５１】
　説明の目的で、製品モジュールアセンブリー２５０の各スロットアセンブリーはポンプ
アセンブリーを含むように示される。例えば、スロットアセンブリー２５２はポンプアセ
ンブリー２７０を含むように示され、スロットアセンブリー２６２はポンプアセンブリー
２７２を含むように示され、スロットアセンブリー２６４はポンプアセンブリー２７４を
含むように示され、また、スロットアセンブリー２６６はポンプアセンブリー２７６を含
むように示される。
【００５２】
　ポンプアセンブリー２７０、２７２、２７４、２７６の各々には、製品容器内に包含さ
れる製品オリフィスと解放可能に嵌合させるための入口ポートを含むことができる。例え
ば、ポンプアセンブリー２７２は、製品容器２５４内に包含される製品オリフィス２８０
と解放可能に嵌合させるように作られた入口ポート２７８を含むことが示されている。入
口ポート２７８、及び／又は製品オリフィス２８０は、漏れのないシールを容易に行うた
めに、（例えば１つ以上のＯリングや、ルアー継手のような）１つ以上の密封アセンブリ
ー（図示せず）を含むことができる。
【００５３】
　１つ以上のポンプアセンブリー２７０、２７２、２７４、２７６の一例として、１つ以
上のポンプアセンブリー２７０、２７２、２７４、２７６に電圧を印加された場合に、そ
のつどあらかじめ定めた一定の容積を供給するソレノイドピストンポンプアセンブリーを
含むことができるが、しかしこれに限定されるものではない。１つの実施例では、そのよ
うなポンプはイタリア国、パヴィア（Pavia）のＵＬＫＡ電機機械構築（Ｃｏｓｔｒｕｚ
ｉｏｎｉ　Ｅｌｅｔｔｒｏｍｅｃｃａｎｉｃｈｅ）株式会社（Ｓ.ｐ.Ａ）から利用可能で
ある。例えば、ポンプアセンブリー（例えばポンプアセンブリー２７４）がデータバス３
８経由で制御論理サブシステム１４によって電圧を印加されるたびに、ポンプアセンブリ
ーは製品容器２５６内に含まれるルートビアの香料を正確に調整した量だけ供給すること
ができる。この場合もやはり、説明目的のために、微量原料はこの節の記述において液体
としている。
【００５４】
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　ポンプアセンブリー２７０、２７２、２７４、２７６および種々のポンピング技術の別
の具体例は、米国特許番号４，８０８，１６１（このすべてが参照として本明細書に組み
込まれるものとする）；米国特許番号４，８２６，４８２（このすべてが参照として本明
細書に組み込まれるものとする）；米国特許番号４，９７６，１６２（このすべてが参照
として本明細書に組み込まれるものとする）；米国特許番号５，０８８，５１５（このす
べてが参照として本明細書に組み込まれるものとする）；及び米国特許番号５，３５０，
３５７（このすべてが参照として本明細書に組み込まれるものとする）に記載されている
。いくつかの実施例において、ポンプアセンブリーは、任意のポンプアセンブリーでもよ
く、米国特許番号５，４２１，８２３（このすべてが参照として本明細書に組み込まれる
ものとする）に記載された任意のポンプ技術を使うことができる。
【００５５】
　上記に引用した参照文献は、ポンプ作動液に用いられる空気式駆動のメンブレンポンプ
の具体例に限定しないで記述している。空気駆動のメンブレンによるポンプアセンブリー
は、例えば、種々の組成の流体をマイクロリットルの量について、多数の負荷サイクル期
間中、正確な量を確実に送る性能を有し、及び／又は、例えば、空気式駆動ポンプは二酸
化炭素源から空気のパワーを使用してもよいので、少ない電力で済む、という１つ以上の
理由を含むが、これに限定されずに、利点を有する。加えて、メンブレンポンプは、表面
がシールに対して相対的に動くダイナミックシールを必要としないようにできる。ＵＬＫ
Ａによって一般に製造されるような振動式ポンプは、メカニカルな弾性体のシールを使用
することを必要とし、例えば、メカニカルな弾性体のシールは特定の種類の液体にさらさ
れた後、時間の経過とともに故障し及び／又は磨耗する。実施例によっては、空気式駆動
のメンブレンポンプは、他のポンプと比較して、信頼性があり、費用効率が高く、較正が
容易である。また、他のポンプと比較して、空気式駆動のメンブレンポンプは、低騒音で
あり、熱の発生が少なく、消費パワーが少ない。
【００５６】
　製品モジュールアセンブリー２５０は、ブラケットアセンブリー２８２と解放可能に嵌
合するよう作ることができる。ブラケットアセンブリー２８２は、処理システム１０の一
部とし（そしてしっかりとその中に固定された）ものとすることができる。ここでは、「
ブラケットアセンブリー」と称しているが、このアセンブリーは他の実施例では違う名称
で示されることもある。ブラケットアセンブリーは、製品モジュールアセンブリー２５０
を好ましい場所に固定するのに役立つ。ブラケットアセンブリー２８２の一例として、製
品モジュールアセンブリー２５０と解放可能に嵌合するよう作られた処理システム内の棚
が含まれるがこれに限定されるものではない。例えば、製品モジュールアセンブリー２５
０は、ブラケットアセンブリー２８２に組み込まれた相補的な装置と解放可能に嵌合する
よう作られた嵌合装置（例えば、不図示の、クリップアセンブリー、スロットアセンブリ
ー、ラッチアセンブリー、ピンアセンブリー）を含むことができる。
【００５７】
　配管系統／制御サブシステム２０は、ブラケットアセンブリー２８２にしっかりと固定
することのできるマニホールドアセンブリー２８４を含むことができる。マニホールドア
センブリー２８４は、ポンプアセンブリー２７０、２７２、２７４、２７６の各々に組み
込まれたポンプオリフィス（例えば、ポンプオリフィス２９４、２９６、２９８、３００
）と解放可能に嵌合するよう作られた複数の入口ポート２８６、２８８、２９０、２９２
ｗｐ含むように作ることができる。製品モジュールアセンブリー２５０をブラケットアセ
ンブリー２８２に設置したとき、製品モジュールアセンブリー２５０は、矢印３０２の方
向に動くことができるので、入口ポート２８６、２８８、２９０、２９２をポンプオリフ
ィス２９４、２９６、２９８、３００に解放可能に嵌合させることができる。入口ポート
２８６、２８８、２９０、２９２及び／又はポンプオリフィス２９４、２９６、２９８、
３００は、容易に漏れのないシールを行うために上述したとおり（不図示）１以上のＯリ
ングその他の密封アセンブリーを含むことができる。
【００５８】
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　マニホールドアセンブリー２８４は、ノズル２４に（直接的又は間接的に）配管されて
いる、チューブバンドル３０４と嵌合するように作ることができる。上述の通り、大容量
原料サブシステム１６は、また、少なくとも１つの実施例において、冷却した炭酸水１６
４、冷却した水１６６、及び／又は、冷却した高果糖コーンシロップ１６８の形の流体を
（直接的又は間接的に）ノズル２４に送る。したがって、制御ロジックサブシステム１４
が（この実施例では）種々の高容量原料、例えば、冷却した炭酸水１６４、冷却した水１
６６、冷却した高果糖コーンシロップ１６８の量及び種々の微量原料（例えば、第１の基
質（すなわち、人工香味料）、第２の基質（すなわち、栄養補助食品）、及び第３の基質
（すなわち、調合薬））の量を制御することができるので、制御ロジックサブシステム１
４は、製品２８の構成を正確に制御することができる。
【００５９】
　図４では、１つのノズル２４しか表示していないが、多くの他の実施例では、複数のノ
ズルとすることができる。実施例によっては、１以上の容器３０が、例えば、１組以上の
チューブバンドルを介して、システムから分配された製品を受け取ることができる。した
がって、実施例によっては、分配システムは、１以上のユーザーが同時に１以上の製品の
分配要求が可能なようにすることもできる。
【００６０】
　図５を参照すると、配管系統／制御サブシステム２０の線図が示されている。以下に説
明する配管系統／制御サブシステムは、製品２８に加えられる冷却した炭酸水１６４の量
を制御するために用いられる配管系統／制御システムに関するものであり、説明目的のた
めのもので、本開示内容を限定するものではなく、他の構成も可能である。例えば、以下
に記載の配管系統／制御サブシステムは、例えば、製品２８に加えられる冷却した水１６
６、及び／又は、冷却した高果糖コーンシロップ１６８の量を制御するために用いること
もできる。
【００６１】
　上記説明の通り、配管系統／制御サブシステム２０は、流量計測装置１７０から流量フ
ィードバック信号１７６を受け取るフィードバック制御装置システム１８２を含むことが
できる。フィードバック制御装置システム１８２では、流量フィードバック信号１７６と
（データバス３８を介して制御ロジックサブシステム１４にて定めたような）要求流量と
を比較する。流量フィードバック信号１７６を処理し、フィードバック制御装置システム
１８２は、可変ラインインピーダンス１９４に送る制御信号１８８を生成する。
【００６２】
　フィードバック制御装置システム１８２は、軌道整形コントローラー３５０、流量コン
トローラー３５２、フィードフォワードコントローラー３５４、単位遅延器３５６、飽和
コントローラー３５８、及びステッパーコントローラー３６０を含むことができ、それぞ
れ以下に詳述する。
【００６３】
　軌道整形コントローラー３５０は、データバス３８経由で制御ロジックサブシステム１
４から制御信号を受け取るように作られている。この制御信号は、製品２８で使用する流
体（この場合では、冷えた炭酸水１６４）を送ることについて、配管系統／制御サブシス
テム２０が想定されているやり方で、軌道を定める。しかしながら、制御ロジックサブシ
ステム１４から提供される軌道は、例えば流量コントローラー３５２によって処理される
前に、修正する必要がある。例えば、制御システムは、複数の線分（つまり、階段状変化
を含む線分）で構成される扱いにくい時間処理制御曲線を有する傾向がある。例えば、処
理制御カーブ３７０は３つの別個の線形のセグメント（すなわちセグメント３７２、３７
４、３７６）から成るので、流量調整器３５２には扱いにくい処理制御カーブ３７０とな
る。したがって、遷移点（例えば遷移点３７８、３８０）では、特に流量コントローラー
３５２（そして、一般に配管系統／制御サブシステム２０）は、瞬時に第１の流量から第
２の流量に変化することが要求される。したがって、軌道整形コントローラー３５０は、
特に流量コントローラー３５２（そして、一般に配管系統／制御サブシステム２０）によ
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って処理が容易な平滑化制御カーブ３８２を形成するために、制御カーブ３０にフィルタ
ーをかけることができ、第１の流量から第２の流量までの瞬時の遷移がもはや必要ではな
くなる。
【００６４】
　加えて、軌道整形コントローラー３５０は、ノズル２４の充填前湿潤（pre-fill　wett
ing）と充填後（post-fill）のすすぎを可能にする。実施例及び／又レシピによっては、
（ここで「汚れた原料」（dirty　ingredients）と呼ばれる）原料がノズル２４と直接接
触する場合、つまり原料が蓄積されるような場合、１つ以上の原料がノズル２４に問題を
生じさせることがある。実施例によっては、ノズル２４は、これらの「汚れた原料」の直
接接触を防ぐために、ノズル２４は「充填前」原料（例えば水）で充填前に湿らせる。ノ
ズル２４は、「洗浄後原料」（post-wash　ingredient）で、例えば水で、充填後にすす
がれる。
【００６５】
　具体的には、ノズル２４が、例えば１０ｍＬの水（又は任意の「充填前」原料）で充填
前湿潤され、及び／又は例えば１０ｍＬの水（又は任意の「洗浄後」原料）で充填後すす
ぎがなされる事象では、一旦、汚れた原料の追加が止まったならば、軌道整形コントロー
ラー３５０は、充填処理の間に汚れた原料を追加供給することによって、充填前湿潤及び
／又は充填後すすぎの間に追加された前洗い成分を相殺する。具体的には、容器３０が製
品２８で満たされているので、充填前洗浄水又は「下洗い」により、当初、汚れた原料に
よる濃度の低い製品２８が得られる。そして、軌道整形コントローラー３５０は、必要と
されるより大きな流量で汚れた原料を加えて、「低すぎる濃度」から「適切な濃度」に、
さらに「高すぎる濃度」に、または詳細なレシピに書かれたものより高濃度となるように
、製品２８を推移させることができる。しかしながら、一旦汚れた原料の適正量が加えら
れたならば、充填後すすぎ過程は追加の水、あるいは別の適切な「洗浄後原料」を加える
ことができ、その結果、製品２８は汚れた原料を有する「適切な濃度の」ものとすること
ができる。
【００６６】
　流量コントローラー３５２は、比例積分（ＰＩ）ループコントローラーとして作ること
ができる。流量コントローラー３５２は、一般的にフィードバック制御装置システム１８
２によって行われるものとして上述した、比較および処理を行うことができる。例えば、
流量コントローラー３５２は、流量計測装置１７０からフィードバック信号１７６を受け
取るように作られる。流量コントローラー３５２は、流量フィードバック信号１７６と（
制御ロジックサブシステム１４で定められ、軌道整形コントローラー３５０で修正された
）要求流量とを比較することができる。流量フィードバック信号１７６を処理することに
より、流量コントローラー３５２は、可変ラインインピーダンス１９４に送る流量制御信
号１８８を生成することができる。
【００６７】
　フィードフォワードコントローラー３５４は、可変ラインインピーダンス１９４の初期
値とすべき値に関して「最も妥当な」推定値を提供することができる。具体的には、規定
の一定圧力においては、可変ラインインピーダンスは、０．００ｍＬ／秒から１２０００
ｍＬ／秒の間の（冷却された炭酸水１６４の）流量とすることができる。さらに、充填容
器３０を飲料製品２８で満たす場合、４０ｍＬ／秒の流量が必要であるとみなす。したが
って、フィードフォワードコントローラー３５４は、（可変ラインインピーダンス１９４
が線形に作動すると見なして）可変ラインインピーダンス１９４が、最大開口に対して、
最初に３３．３３％開くような、フィードフォワード信号を（フィードフォワード線３８
４で）供給する。
【００６８】
　フィードフォワード信号の値を決定する場合、フィードフォワードコントローラー３５
４は、経験的に開発され、種々の初期流量にたいして提供される信号を定めるルックアッ
プ表（図示せず）を利用する。そのようなルックアップ表の一例は、以下の表を含んでい
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るが、しかしこれに制限されない：

【表１】

【００６９】
　ここで、充填容器３０を飲料製品２８で満たす場合、４０ｍＬ／秒の流量が要求される
と仮定するならば、例えば、フィードフォワードコントローラー３５４は上記ルックアッ
プ表を利用し、（フィードフォワード線３８４を使用して）６０．０度までステッパーモ
ータにパルスを発する。
【００７０】
　単位遅延器３５６は、前回の（可変ラインインピーダンス１９４に提供された）制御信
号が、流量コントローラー３５２に提供されるような、フィードバック経路を形成する。
【００７１】
　可変ラインインピーダンス１９４が（ステッパーコントローラー３６０により）最大流
量に設定されているときは常に、飽和コントローラー３５８は、（上述したとおり、ＰＩ
ループコントローラーとすることのできる）フィードバック制御装置システム１８２の積
分制御を無力にすることができ、したがって、流量のオーバーシュートやシステムの振動
を減少させることによりシステムの安定性が増大する。
【００７２】
　ステッパーコントローラー３６０は、飽和コントローラー３５８から（ライン３８６上
に）贈られる信号を可変ラインインピーダンス１９４で使えるような信号に変換するよう
作られる。可変ラインインピーダンス１９４は、可変ラインインピーダンス１９４のオリ
フィスの寸法を（及び、それにより、流量を）調整するためのステッパーモータを含んで
いる。したがって、制御信号１８８は、可変ラインインピーダンス内に含まれるステッパ
ーモータを制御するように作られる。
【００７３】
　また図６を参照すると、ユーザーインターフェースサブシステム２２の線図が示されて
いる。ユーザーインターフェースサブシステム２２は、ユーザー２６が製品２８関して種
々の選択を可能にするためにタッチスクリーンインターフェース４００を含んでいる。例
えば、ユーザー２６は（「飲料サイズ」欄４０２経由で）飲料２８のサイズを選択するこ
とができる。選択可能なサイズの具体例は、「１２オンス」（３５５ｍｌ）、「１６オン
ス」（４７３ｍｌ）、「２０オンス」（５９１ｍｌ）、「２４オンス」（７１０ｍｌ）、
「３２オンス」（９４６ｍｌ）、「４８オンス」（１４１９ｍｌ）を含んでいるが、これ
らに制限されない。
【００７４】
　ユーザー２６は、（「飲料種類」欄４０４経由で）製品２８の種類を選択する。選択可
能な種類の具体例として、「コーラ」、「レモンライム」、「ルートビア」、「アイステ
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ィー」、「レモネード」、「フルーツポンチ」が含まれるが、これらに限定されない。
【００７５】
　ユーザー２６は、また、（「添加物」欄４０６経由で）飲料２８内の包含物として１つ
以上の香料／製品を選べる。選択可能な添加物の具体例として、「チェリー風味」、「レ
モン風味」、「ライム風味」、「チョコレート風味」、「コーヒー風味」、「アイスクリ
ーム」が含まれるが、これらに限定されない。
【００７６】
　さらに、ユーザー２６は、（「栄養補助食品」欄４０８経由で）飲料２８内の包含物と
して１つ以上の栄養補助食品を選べる。そのような栄養補助食品の具体例として、「ビタ
ミンＡ」、「ビタミンＢ６」、「ビタミンＢ１２」、「ビタミンＣ」、「ビタミンＤ」、
「亜鉛」が含まれるが、これらに限定されない。
【００７７】
　いくつかの実施例では、タッチスクリーンより下部の位置に追加のスクリーンに、その
スクリーンに「遠隔操作」（図示せず）を含めることができる。遠隔操作は、例えば、上
・下・左・右・選択等のボタン表示を含んでいる。しかしながら、別の実施例では、追加
のボタンを設けることができる。
【００７８】
　一旦ユーザー２６が適切な選択をしたならば、ユーザー２６は「ＧＯ」ボタン４１０を
選択する。そして、ユーザーインターフェースサブシステム２２は制御論理サブシステム
１４に（データバス３２経由で）適切なデータ信号を送ることができる。いったん受け取
ると、制御ロジックサブシステム１４は、記憶サブシステム１２から適切なデータを検索
し、例えば高容量原料サブシステム１６、微量原料サブシステム１８、配管系統／制御サ
ブシステム２０に、（上述の方法で）製品２８を調合するために適切な制御信号を送る。
あるいは、（例えば、ボタンの選択がない場合には）ユーザー２６は「取り消し」ボタン
４１２を選択し、タッチスクリーンインターフェース４００はディフォルト状態にリセッ
トすることができる。
【００７９】
　ユーザーインターフェースサブシステム２２は、ユーザー２６との双方向通信を可能と
するようすることができる。例えば、ユーザーインターフェースサブシステム２２には、
処理システム１０がユーザー２６に情報を提供することを可能にするような情報のスクリ
ーン４１４を設けることができる。ユーザー２６に提供される情報の種類の例として、広
告、システム機能不全／警告に関係のある情報、および種々の製品の価格に関する情報が
含まれているが、これらに限定されない。
【００８０】
　上述の通り、（微量原料サブシステム１８および配管系統／制御サブシステム２０の）
製品モジュールアセンブリー２５０は、複数の製品容器２５２、２５４、２５６、２５８
と解放可能に嵌合するように作られた複数のスロットアセンブリー２６０、２６２、２６
４、２６６を含んでいる。残念ながら、処理システム１０が製品容器２５２、２５４、２
５６、２５８を補充するとき、製品モジュールアセンブリー２５０の間違ったスロットア
センブリー内の製品容器を取り付けてしまう可能性がある。このような誤りによって、１
つ以上のポンプアセンブリー（例えばポンプアセンブリー２７０、２７２、２７４、２７
６）及び／又は１つ以上のチューブアセンブリー（例えばチューブバンドル３０４）が１
つ以上の微量原料で汚染されてしまうという結果となることがある。例えば、ルートビア
香料（つまり製品容器２５６内に含まれている微量原料）に非常に強い味があるので、一
旦特定のポンプアセンブリー／チューブアセンブリーが、例えばルートビア香料を分配さ
せるために使用されれば、それはもはやそれほど強くない味（例えばレモンライム香料、
アイスティー香料およびレモネード香料）がある微量原料を分配するためには使用できな
くなる。
【００８１】
　加えて、上述の通り、製品モジュールアセンブリー２５０は、ブラケットアセンブリー
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２８２と解放可能に嵌合するように作ることができる。したがって、処理システム１０を
動作させたとき、処理システム１０が多数の製品モジュールアセンブリーと多数のブラケ
ットアセンブリーを有する場合、製品モジュールアセンブリーを間違ったブラケットアセ
ンブリー上に取り付けてしまう可能性がある。残念ながら、そのような誤りにより、１つ
以上のポンプアセンブリー（例えばポンプアセンブリ２７０、２７２、２７４、２７６）
及び／又は１つ以上のチューブアセンブリー（例えばチューブバンドル３０４）が１つ以
上の微量原料に汚染されてしまうことがある。
【００８２】
　したがって、処理システム１０は、処理システム１０内の製品容器および製品モジュー
ルの適切な配置を保証するためにＲＦＩＤに基づいたシステムを含んでいる。また図７と
図８Ａを参照して、処理システム１０は、処理システム１０の製品モジュールアセンブリ
ー２５０に置かれたＲＦＩＤアンテナアセンブリー４５２を含むＲＦＩＤシステム４５０
を備えることができる。
【００８３】
　上述の通り、製品モジュールアセンブリー２５０は、少なくとも１つの製品容器（例え
ば製品容器２５８）と解放可能に嵌合するように作ることができる。ＲＦＩＤシステム４
５０は、製品容器２５８に配置した（例えば製品容器２５８に取り付けた）ＲＦＩＤタグ
アセンブリー４５４を備えることができる。製品モジュールアセンブリー２５０が製品容
器（例えば製品容器２５８）と解放可能に嵌合しているときは、常に、ＲＦＩＤタグアセ
ンブリー４５４は、ＲＦＩＤアンテナアセンブリー４５２の、例えば上部検出領域４５６
内に位置する。したがってこの例では、製品容器２５８が製品モジュールアセンブリー２
５０内にある（つまり解放可能に嵌合している）ときは、常に、ＲＦＩＤタグアセンブリ
ー４５４は、ＲＦＩＤアンテナアセンブリー４５２によって検出される。
【００８４】
　上述の通り、製品モジュールアセンブリー２５０は、ブラケットアセンブリー２８２と
解放可能に嵌合するように作ることができる。さらに、ＲＦＩＤシステム４５０は、ブラ
ケットアセンブリー２８２に配置した（例えば取り付けた）ＲＦＩＤタグアセンブリー４
５８を含むことができる。ブラケットアセンブリー２８２が製品モジュールアセンブリー
２５０と解放可能に嵌合しているときは、常に、ＦＩＤタグアセンブリー４５８は、ＲＦ
ＩＤアンテナアセンブリー４５２の、例えば下部検出領域４５６内に位置する。
【００８５】
　したがって、ＲＦＩＤアンテナアセンブリー４５２及びＲＦＩＤタグアセンブリー４５
４，４５８を使用することにより、ＲＦＩＤシステム４５０は、種々の製品容器（例えば
製品容器２５２、２５４、２５６、２５８）が製品モジュールアセンブリー２５０の内部
に適切に配置されているかどうかを判断することができる。さらに、ＲＦＩＤシステム４
５０は、製品モジュールアセンブリー２５０が処理システム１０内に適切に配置されてい
るかどうかを判断することができる。
【００８６】
　１つのＲＦＩＤアンテナアセンブリーと２つのＲＦＩＤタグアセンブリを含むＲＦＩＤ
システム４５０を図示したが、これは説明の目的のためだけであり、この明細書の開示内
容を限定することを意図するものではなく、別の機器構成が可能である。具体的には、Ｒ
ＦＩＤシステム４５０の一般的な機器構成として、製品モジュールアセンブリー２５０の
各スロットアセンブリー内に配置した１つのＲＦＩＤアンテナアセンブリーを備えること
ができる。例えば、ＲＦＩＤシステム４５０は、製品モジュールアセンブリー２５０に配
置されたＲＦＩＤアンテナアセンブリー４６２、４６４、４６６を追加することができる
。したがって、ＲＦＩＤアンテナアセンブリー４５２は、（製品モジュールアセンブリー
２５０の）スロットアセンブリー２６６に製品容器が挿入されているかどうかを判断する
ことができ、ＲＦＩＤアンテナアセンブリー４６２は、（製品モジュールアセンブリー２
５０の）スロットアセンブリー２６４に製品容器が挿入されているかどうかを判断するこ
とができ、ＲＦＩＤアンテナアセンブリー４６４は、（製品モジュールアセンブリー２５
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０の）スロットアセンブリー２６２に製品容器が挿入されているかどうかを判断すること
ができ、そして、ＲＦＩＤアンテナアセンブリー４６６は、（製品モジュールアセンブリ
ー２５０の）スロットアセンブリー２６０に製品容器が挿入されているかどうかを判断す
ることができる。さらに、処理システム１０が多数の製品モジュールアセンブリーを有す
ることができるので、これらの各製品モジュールアセンブリーは、特定の製品モジュール
アセンブリーにどの製品容器が挿入されているのかを決めるために１つ以上のＲＦＩＤア
ンテナアセンブリーを有することができる。
【００８７】
　上述の通り、ＲＦＩＤアンテナアセンブリー４５２の下部の検出領域４６０内でＲＦＩ
Ｄタグアセンブリーの存在をモニターすることによって、ＲＦＩＤシステム４５０は、製
品モジュールアセンブリー２５０が処理システム１０内に適切に配置されているかどうか
を判断することができる。したがって、どのＲＦＩＤアンテナアセンブリー４５２、４６
２、４６４、４６６も、ブラケットアセンブリー２８２に取り付けられた１つ以上のＲＦ
ＩＤタグアセンブリーを読み取るために用いることができる。説明目的のために、ブラケ
ットアセンブリー２８２は、単一のＲＦＩＤタグアセンブリー４５８のみを有することが
示されている。しかし、これは専ら説明目的のためであり、明細書の開示内容を限定する
ことを意図するものではなく、別の機器構成が可能である。例えば、ブラケットアセンブ
リー２８２は、複数のＲＦＩＤタグアセンブリーを有することができる。すなわち、ＲＦ
ＩＤアンテナアセンブリー４６２で読み取られる（想像線で示した）ＲＦＩＤタグアセン
ブリー４６８、ＲＦＩＤアンテナアセンブリー４６４で読み取られる（想像線で示した）
ＲＦＩＤタグアセンブリー４７０、及び、ＲＦＩＤアンテナアセンブリー４６０で読み取
られる（想像線で示した）ＲＦＩＤタグアセンブリー４７２を有することができる。
【００８８】
　１以上のＲＦＩＤタグアセンブリー（例えばＲＦＩＤタグアセンブリー４５４、４５８
、４６８、４７０、４７２）は、受動ＲＦＩＤタグアセンブリー（例えば電源を必要とし
ないＲＦＩＤタグアセンブリー）とすることができる。加えて、１以上のＲＦＩＤタグア
センブリー（例えばＲＦＩＤタグアセンブリー４５４、４５８、４６８、４７０、４７２
）は、書き込み可能なＲＦＩＤタグアセンブリーとすることができ、ＲＦＩＤシステム４
５０がＲＦＩＤタグアセンブリーにデータを書き込むことができる。ＲＦＩＤタグアセン
ブリーに貯蔵可能なデータのタイプの具体例として、製品容器の数量識別子、製品容器の
製造日識別子、製品容器用の廃棄日識別子、製品容器用の原料識別子、製品モジュール識
別子およびブラケット識別子が含まれるが、これらに限定されるものではない。
【００８９】
　数量識別子に関して、実施例によっては、ＲＦＩＤタグをつけた容器からくみ出した原
料の各容量について、容器中の最新の量及び／又はくみ出された量を含むようＲＦＩＤタ
グに書き込まれる。その後容器がアセンブリーから取り除かれ、異なるアセンブリーに差
し替えられる場合、システムはＲＦＩＤタグを読み取ることができ、容器内にある量及び
／又は容器からくみ出された量を知ることができる。加えて、くみ出された日付もＲＦＩ
Ｄタグ上で書き込まれる。
【００９０】
　したがって、ブラケットアセンブリー（例えばブラケットアセンブリー２８２）が処理
システム１０内に設置するとき、ＲＦＩＤタグアセンブリー（例えばＲＦＩＤタグアセン
ブリー４５８）を取り付けることができ、取り付けたＲＦＩＤタグアセンブリーは、（ブ
ラケットアセンブリーを一意的に特定するために）ブラケット識別子を定めることができ
る。したがって、処理システム１０が１０個のブラケットアセンブリーを有するならば、
１０個のＲＦＩＤタグアセンブリー（すなわち、各ブラケットアセンブリーに取り付けら
れたそれぞれの１つが）１０個の（すなわち、各ブラケットアセンブリーに対して１つの
）ブラケット識別子を一意的に定めることができる。
【００９１】
　さらに、製品容器（例えば製品容器２５２、２５４、２５６、２５８）が製造され微量
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原料で満たされたとき、ＲＦＩＤタグアセンブリーには、（製品容器内の微量原料を特定
するための）原料識別子、（製品容器内の微量原料の量を特定するための）数量識別子、
（微量原料を生産した日を特定するための）製造日識別子、及び（製品容器を廃棄／再利
用すべき日を特定するための）廃棄日識別子を含むことができるが、これらに限定される
ものではない。
【００９２】
　したがって、製品モジュールアセンブリー２５０が処理システム１０に取り付けられた
とき、ＲＦＩＤアンテナアセンブリー４５２、４６２、４６４、４６６は、ＲＦＩＤサブ
システム４７４により励起される。ＲＦＩＤサブシステム４７４は、データバス４７６を
介して制御ロジックサブシステム１４と接続することができる。一旦励起されると、ＲＦ
ＩＤアンテナアセンブリー４５２、４６２、４６４、４６６は、ＲＦＩＤタグアセンブリ
ーの存在を検出するために、それぞれの上部及び下部検出領域（例えば上部検出領域４５
６及び下部検出領域４６０）の走査を始めることができる。
【００９３】
　上述の通り、１つ以上のＲＦＩＤタグアセンブリーは、製品モジュールアセンブリー２
５０と解放可能に嵌合しているブラケットアセンブリーに取り付けることができる。した
がって、製品モジュールアセンブリー２５０をブラケットアセンブリー２８２上に滑り込
ませた（すなわち、解放可能に嵌合させた）とき、１つ以上のＲＦＩＤタグアセンブリー
４５８、４６８、４７０、４７２は、（それぞれ）ＲＦＩＤアンテナアセンブリー４５２
、４６２、４６４、４６６の下部検出領域内に配置されることになる。説明目的で、ブラ
ケットアセンブリー２８２がただ１つのＲＦＩＤタグアセンブリー、すなわち、ＲＦＩＤ
タグアセンブリー４５８を有すると仮定する。さらに、説明目的で、製品容器２５２、２
５４、２５６、２５８が（それぞれ）スロットアセンブリー２６０、２６２、２６４、２
６６内に取り付けられていると仮定する。そうすると、ＲＦＩＤサブシステム４７４は、
（ＲＦＩＤタグアセンブリー４５８を検出することにより）ブラケットアセンブリー２８
２を検出し、各製品容器に取り付けられたＲＦＩＤタグアセンブリー（例えばＲＦＩＤタ
グアセンブリー４５４）を検出することにより製品容器２５２、２５４、２５６、２５８
を検出するであろう。
【００９４】
　種々の製品モジュール、ブラケットアセンブリー、及び製品容器についての位置情報は
、例えば制御ロジックサブシステム１４に接続されている記憶サブシステム１２内に貯蔵
される。具体的には、もし何も変化がなければ、ＲＦＩＤサブシステム４７４は、ＲＦＩ
Ｄアンテナアセンブリー４５２に（製品容器２５８に取り付けられた）ＲＦＩＤタグアセ
ンブリー４５４を検出させ、ＲＦＩＤアンテナアセンブリー４５２に（ブラケットアセン
ブリー２８２に取り付けられた）ＲＦＩＤタグアセンブリー４５８を検出させるようにす
る。加えてもし何も変化がなければ、ＲＦＩＤアンテナアセンブリー４６２は、製品容器
２５６に取り付けられたＲＦＩＤタグアセンブリー（不図示）を検出し、ＲＦＩＤアンテ
ナアセンブリー４６４は製品容器２５４に取り付けられたＲＦＩＤタグアセンブリー（不
図示）を検出し、ＲＦＩＤアンテナアセンブリー４６６は製品容器２５２に取り付けられ
たＲＦＩＤタグアセンブリー（不図示）を検出することとなる。
【００９５】
　通常業務で呼び出されたときにおいて、製品容器２５８がスロットアセンブリー２６４
内に正確に配置されておらず、製品容器２５６がスロットアセンブリー２６６内に正確に
配置されていない状態を、説明目的のため仮定する。（ＲＦＩＤアンテナアセンブリーを
用いて）ＲＦＩＤタグアセンブリーに含まれる情報を取得して、ＲＦＩＤサブシステム４
７４は、ＲＦＩＤアンテナアセンブリー２６２を使用して製品容器２５８と関連付けられ
たＲＦＩＤタグアセンブリーを検出することができ、そして、ＲＦＩＤアンテナアセンブ
リー４５２を使用して製品容器２５６と関連付けられたＲＦＩＤタグアセンブリーを検出
することができる。製品容器２５６と２５８の新たな位置と（記憶サブシステム１２に貯
蔵された）先に記憶されている製品容器２５６と２５８の位置とを比較して、ＲＦＩＤサ
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ブシステム４７４はこれらの製品容器の各々の位置は正しくないと判断することができる
。
【００９６】
　したがって、ＲＦＩＤサブシステム４７４は、制御ロジックサブシステム１４を介して
、例えばユーザーインターフェースサブシステム２２の情報スクリーン４１４に警報メッ
セージを表示し、例えばサービス技術者に対して製品容器が間違えて再配置されたことを
伝える。製品容器内の微量原料に応じて、サービス技術者は、例えばそのまま続けるか続
けないかを選択することができる。上述の通り、特定の微量原料（例えばルートビア香料
）は強い風味を持つので、いったん特定のポンプアセンブリー及び／又はチューブアセン
ブリーを通して分配してしまうと、そのポンプアセンブリー及び／又はチューブアセンブ
リーは、もはや他の微量原料に使えなくなってしまう。加えて先に説明したとおり、製品
容器に取り付けた種々のＲＦＩＤタグアセンブリーは、製品容器内の微量原料を定める。
【００９７】
　したがって、レモンライム香料に使用するポンプアセンブリー／チューブアセンブリー
を、こんどはルートビア香料に使用するならば、サービス技術者に、これがやりたいこと
かどうかを確認するよう警告をすることができる。しかしながら、ルートビア香料に使用
するポンプアセンブリー／チューブアセンブリーを、こんどはレモンライム香料に使用す
るならば、サービス技術者に、そのようなことをすることはできず、製品容器を元の状態
に戻さなければならないこと、又は、例えば、支障のあるポンプアセンブリー／チューブ
アセンブリーを取り去り新しいポンプアセンブリー／チューブアセンブリーに置き換えな
ければならないことの警告が与えられる。ブラケットアセンブリーが処理システム１０内
に移されたことをＲＦＩＤサブシステム４７４が検知した場合に、同様の警告を与えるこ
とができる。
【００９８】
　ＲＦＩＤサブシステム４７４は種々の微量原料の消費量をモニターするように作ること
ができる。例えば上述の通り、特定の製品容器内の微量原料の量を定めるためにＲＦＩＤ
タグアセンブリーを最初にエンコードしておくことができる。制御ロジックサブシステム
１４は、種々の製品容器の各々からくみ出された微量原料の量がわかっているので、種々
の製品容器に取り付けられた種々のＲＦＩＤタグアセンブリーには、（ＲＦＩＤアンテナ
アセンブリーを介して）ＲＦＩＤサブシステム４７４により、製品容器内に含まれる微量
原料の最新の量を決定するための再書き込みを所定の間隔で（例えば１時間ごとに）行う
ことができる。
【００９９】
　製品容器が所定の最低量に達したことを検出すると、ＲＦＩＤサブシステム４７４は、
制御ロジックサブシステム１４を介して、ユーザーインターフェースサブシステム２２の
情報スクリーン４１４に警報メッセージを表示することができる。加えて、ＲＦＩＤサブ
システム４７４は、（製品容器に取り付けられたＲＦＩＤタグアセンブリーに定めた）有
効期限に到達又は期限切れに１つ以上の製品容器がなった場合は、（ユーザーインターフ
ェースサブシステム２２の情報スクリーン４１４に）警報を表示することができる。加え
て／代替的に、上述の警報メッセージは、（無線又は有線通信チャンネルで）処理システ
ム１０と接続されたリモートサーバーのような、リモートコンピュータ（不図示）に伝達
することができる。
【０１００】
　ＲＦＩＤシステム４５０は、製品モジュールに取り付けられたＲＦＩＤアンテナアセン
ブリーと、ブラケットアセンブリー及び製品容器に取り付けられたＲＦＩＤタグアセンブ
リーを有するものとして上述したが、これは説明目的のためだけのものであり、この明細
書の開示内容を限定することを意図するものではない。具体的には、ＲＦＩＤアンテナア
センブリーは、任意の製品容器ブラケットアセンブリー、あるいは、製品モジュールに設
置することができる。したがって、ＲＦＩＤタグアセンブリーが製品モジュールアセンブ
リーに取り付けられる場合は、ＲＦＩＤタグアセンブリーは、例えば製品モジュールのシ
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リアル番号を定める製品モジュール識別子を定める。
【０１０１】
　また、図８Ｂを参照すると、ＲＦＩＤシステム４５０に含まれるＲＦＩＤサブシステム
４７４の実施の形態が示されている。ＲＦＩＤサブシステム４７４は、（ＲＦＩＤサブシ
ステム４７４に含まれている）１つのＲＦＩＤリーダー４７８に複数のＲＦＩＤアンテナ
アセンブリー（例えばＲＦＩＤアンテナアセンブリー４５２、４６２、４６４、４６６）
を順番に励起するよう作ることもできる。
【０１０２】
　走査している間に、ＲＦＩＤシステム４５０は、スイッチ４のポート１（すなわちスイ
ッチ１に接続されたポート）を選択し、順番にスイッチ１にポート１、次にポート２、続
いてポート３、次にポート４を選択させる。このようにして、順番に、ＲＦＩＤアンテナ
アセンブリー４６６、４６４、４６２、４５２を励起し、励起されたＲＦＩＤアンテナア
センブリーの近傍に位置するＲＦＩＤタグアセンブリーを読み取る。
【０１０３】
　次の走査を行っている間に、ＲＦＩＤシステム４５０は、スイッチ４のポート２（すな
わちスイッチ２に接続されたポート）を選択し、順番にスイッチ２にポート１、次にポー
ト２、続いてポート３、次にポート４を選択させる。このようにして、順番に、（スイッ
チ２に接続された）ＲＦＩＤアンテナアセンブリーを励起し、励起されたＲＦＩＤアンテ
ナアセンブリーの近傍に位置するＲＦＩＤタグアセンブリーを読み取る。
【０１０４】
　次の走査を行っている間に、ＲＦＩＤシステム４５０は、スイッチ４のポート３（すな
わちスイッチ３に接続されたポート）を選択し、順番にスイッチ３にポート１、次にポー
ト２、続いてポート３、次にポート４を選択させる。このようにして、順番に、（スイッ
チ３に接続された）ＲＦＩＤアンテナアセンブリーを励起し、励起されたＲＦＩＤアンテ
ナアセンブリーの近傍に位置するＲＦＩＤタグアセンブリーを読み取る。
【０１０５】
　スイッチ４の１つ以上のポート（例えばポート４）は、補助装置４８０が補助コネクタ
ー４８０に着脱可能に接続できるような補助コネクター４８０（例えば着脱可能な同軸コ
ネクター）と接続することができる。補助装置４８０の例としてＲＦＩＤリーダー及び可
搬型アンテナが含まれるがこれらに限定されない。ＲＦＩＤシステム４５０がスイッチ４
のポート３（すなわち補助コネクター４８０に接続されたポート）を選択する、走査を行
う期間中、補助コネクター４８０と着脱可能に接続された装置が励起される。スイッチ１
、スイッチ２、スイッチ３、及びスイッチ４の例として、単極４投スイッチが含まれるが
これに限定されない。
【０１０６】
　製品モジュールアセンブリー２５０に含まれるスロットアセンブリー（例えば、スロッ
トアセンブリー２６０、２６２、２６４、２６６）のごく近傍にあるため、例えば隣接す
るスロットアセンブリーにある製品容器を読み取ることを防ぐような方法で、ＲＦＩＤア
ンテナアセンブリー４５２を作ることが望ましいであろう。例えば、ＲＦＩＤアンテナア
センブリー４５２は、ＲＦＩＤアンテナアセンブリー４５２がＲＦＩＤタグアセンブリー
４５４、４５８のみを読み取ることができるように作るべきであり、ＲＦＩＤアンテナア
センブリー４６２は、ＲＦＩＤアンテナアセンブリー４６２がＲＦＩＤタグアセンブリー
４６８及び製品容器２５６に取り付けられたＲＦＩＤタグアセンブリー（不図示）のみを
読み取ることができるように作るべきであり、ＲＦＩＤアンテナアセンブリー４６４は、
ＲＦＩＤアンテナアセンブリー４６４がＲＦＩＤタグアセンブリー４７０及び製品容器２
５４に取り付けられたＲＦＩＤタグアセンブリー（不図示）のみを読み取ることができる
ように作るべきであり、そして、ＲＦＩＤアンテナアセンブリー４６６は、ＲＦＩＤアン
テナアセンブリー４６６がＲＦＩＤタグアセンブリー４７２及び製品容器２５２に取り付
けられたＲＦＩＤタグアセンブリー（不図示）のみを読み取ることができるように作るべ
きである。
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【０１０７】
　したがって、図９をも参照すると、１つ以上のＲＦＩＤアンテナアセンブリー４５２、
４６２、４６４、４６６をループアンテナとして作ることができる。ＲＦＩＤアンテナア
センブリー４５２についての以下の説明は、ＲＦＩＤアンテナアセンブリー４５２、４６
２、４６４、４６６に等しく適用することができ、説明目的のためであり、この明細書の
開示内容を限定することを意図するものではない。
【０１０８】
　ＲＦＩＤアンテナアセンブリー４５２は、ＲＦＩＤアンテナアセンブリー４５２を活性
化する、グランド５０２とポート５０４との間に接続された第１のキャパシターアセンブ
リー５００（例えば２．９０ｐＦのキャパシター）を有する。第２のキャパシターアセン
ブリー５０６（例えば２．５５ｐＦのキャパシター）は、ポート５０４と誘導ループアセ
ンブリー５０８との間に配置することができる。抵抗アセンブリー５１０（例えば２．０
０オームの抵抗）により、誘導ループアセンブリー５０８とグランド５０２とをつなぎ、
Ｑファクターを減少させ（「Ｑ値低減」とも称する）、帯域幅を増加させ動作範囲を広く
することができる。
【０１０９】
　本技術分野では知られているが、ＲＦＩＤアンテナアセンブリー４５２の特性は、誘導
ループアセンブリー５０８の物理的特性を変更することにより調整することができる。例
えば、誘導ループアセンブリー５０８の直径「ｄ」を大きくするにつれて、ＲＦＩＤアン
テナアセンブリー４５２の遠距離電磁場性能は良くなる。さらに、誘導ループアセンブリ
ー５０８の直径「ｄ」を小さくするにつれて、ＲＦＩＤアンテナアセンブリー４５２の遠
距離電磁場性能は悪くなる。
【０１１０】
　具体的には、ＲＦＩＤアンテナアセンブリー４５２の遠距離電磁場性能はＲＦＩＤアン
テナアセンブリー４５２の放射エネルギーに対する能力に応じて変化する。本技術分野で
知られている通り、ＲＦＩＤアンテナアセンブリー４５２の性能は（ポート５０４を介し
てＲＦＩＤアンテナアセンブリー４５２を活性化するために用いられる搬送信号５１２の
波長に対する）誘導ループアセンブリー５０８の全周長に依存する。
【０１１１】
　また、図１０と好ましい実施例とを参照して、搬送信号５１２は、１２．８９インチ（
３２７ｍｍ）の９１５ＭＨｚの搬送信号とすることができる。ループアンテナの設計に関
して、一旦誘導ループアセンブリー５０８の全周長が搬送信号５１２の波長の５０％に近
づくか又は５０％を超えると、誘導ループアセンブリー５０８は、誘導ループアセンブリ
ー５０８の軸５６２から（例えば矢印５５０、５５２、５５４、５５６、５５８、５６０
で示したように）半径方向にエネルギーを放出し、遠距離電磁場性能を強化する。逆にい
えば、誘導ループアセンブリー５０８の全周長を搬送信号５１２の波長の２５％以下に保
持することにより、誘導ループアセンブリー５０８から外に放出されるエネルギー量は減
少し遠距離電磁場性能が損なわれることになる。さらに、電磁結合が（矢印５６４、５６
６で示されるように）誘導ループアセンブリー５０８平面に対して垂直方向に生じ、近距
離電磁場性能を強化することができる。
【０１１２】
　上述の通り、製品モジュールアセンブリー２５０内のスロットアセンブリー（例えばス
ロットアセンブリー２６０、２６２、２６４、２６６）のごく近傍にあるので、ＲＦＩＤ
アンテナアセンブリー４５２を、例えばスロットアセンブリーに隣接して設置した製品容
器を読み取ってしまわないように作ることが望ましいであろう。したがって、誘導ループ
アセンブリー５０８の全周長が搬送信号５１２の波長の２５％（例えば９１５ＭＨｚの搬
送波信号用には３．２２インチ（８２ｍｍ））以下になるよう誘導ループアセンブリー５
０８を作ることにより、遠距離電磁場性能が低下し近距離電磁場性能を強化することがで
きる。さらに、読み取られるＲＦＩＤタグアセンブリーがＲＦＩＤアンテナアセンブリー
４５２の上部又は下部になるよう誘導ループアセンブリー５０８を配置することにより、
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ＲＦＩＤタグアセンブリーはＲＦＩＤアンテナアセンブリー４５２に電磁結合することが
できる。誘導ループアセンブリー５０８の全周長が搬送信号５１２の波長の１０％（例え
ば９１５ＭＨｚの搬送波信号用には１．２９インチ（３３ｍｍ））になるようにすると、
誘導ループアセンブリー５０８の直径は０．４０（１０ｍｍ）になり、比較的高い近距離
電磁場性能と比較的低い遠距離電磁場性能が結果として得られる。
【０１１３】
　図１１Ａを参照して、例えば隣接するスロットアセンブリーに位置する製品容器を読み
取ってしまう可能性をさらに減少させるために、分割リング共振器アセンブリー５６８を
誘導ループアセンブリー５０８の近傍に配置することができる。例えば、分割リング共振
器アセンブリー５６８は、誘導ループアセンブリー５０８から約０．１２５インチ（３．
２ｍｍ）離して配置することができる。
【０１１４】
　分割リング共振器アセンブリー５６８は、一般に平面的にすることができ、少なくとも
１つのリング、及び、実施例によって、対向位置に「割れ目」（例えば隙間）５７４、５
７６を有する（分割リング共振器アセンブリー５６８に関する）一対の同心円状のリング
５７０、５７２を有することができる。分割リング共振器アセンブリー５６８が誘導ルー
プアセンブリー５０８と磁気的に結合することができ、（矢印５６６で示すように）誘導
ループアセンブリー５０８により生じた磁場の少なくとも一部を集束させ、例えば隣接す
るスロットアセンブリーに位置する製品容器を読み取る可能性をさらに減少させることが
できるように、（誘導ループアセンブリー５０８に対する）分割リング共振器アセンブリ
ー５６８の配置を定めることができる。
【０１１５】
　分割リング共振器アセンブリー５６８が誘導ループアセンブリー５０８と磁気的に結合
すると、（この説明例で矢印５６６で示したように）磁場の磁束がリング５７０、５７２
を貫通し、（それぞれ矢印５７８、５８０で示したように）回転電流が生じる。リング５
７０、５７２内の回転電流５７８、５８０は（それぞれ）、（方向に依存して）誘導ルー
プアセンブリー５０８の磁場を強くすることのできる自分自身の磁束を作ることができる
。
【０１１６】
　例えば、回転電流５７８は、リング５７０の内側に、（矢印５８４で示すような）一般
に垂直に流れる磁束線を作ること、（したがって、磁場５６６を強くすること）ができる
。さらに、回転電流５８０は、リング５７２の内側に、（矢印５８８で示すような）一般
に垂直に流れる磁束線を作ること、（したがって、磁場５６６を強くすること）ができる
。
【０１１７】
　したがって、分割リング共振器アセンブリー５６８の使用により、誘導ループアセンブ
リー５０８により生じた磁場５６６は、（強化された領域５９０として示されるような）
分割リング共振器アセンブリー５６８により区画された領域内で強化される。
【０１１８】
　分割リング共振器アセンブリー５６８を構成するとき、リング５７０、５７２は非鉄材
料で組み立てることができる。このような非鉄材料の例として銅がある。当該技術領域で
知られているように、材料は、その材料の特性が（材料の成分ではなくて）材料の構造に
より定まるような材料である。
【０１１９】
　左手系材料は、入力電磁波により励起されたとき、その構造の物理的特性に起因すると
思われる興味深い磁気共鳴のふるまいを示す。同心円状のスプリットリングのような形状
において、左手系材料の誘電率及び有効透磁率が共振状態で負になり、左手系座標システ
ムを形成することがある。さらに、屈折率がゼロ以下になり、位相速度御及び群速度が逆
の方向に向くことがあり、伝達方向がエネルギーの流れ方向に対して反対になることがあ
る。
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【０１２０】
　したがって、分割リング共振器アセンブリー５６８は、分割リング共振器アセンブリー
５６８の共振周波数が搬送信号５１２（すなわち、誘導ループアセンブリー５０８を活性
化させる搬送信号）より少しだけ上回るように作られる。搬送信号５１２が９１５ＭＨｚ
の周波数である上述の例では、分割リング共振器アセンブリー５６８は、共振周波数が約
９５０ＭＨｚ～１．００ＧＨｚとなるように作ることができ、実施例によりこれは、これ
だけに限定されるものではないが、共振時に生じるＲＦＩＤシステム４７８の動作帯域内
での群遅延による歪みを最小化することを含む多くの理由で望ましいこととなろう。
【０１２１】
　図１１Ｂ１～１１Ｂ６も参照すると、例えば搬送信号５１２の種々の位相角における、
例えば分割リング共振器アセンブリー５６８があるときとないときでの、例えば誘導ルー
プアセンブリー５０８により生成される磁束線を概略的に示した種々の磁束のプロットが
示されている。左手系材料は、入力電磁波により励起されたとき、その構造の物理的特性
に起因すると思われる興味深い磁気共鳴のふるまいを示す。図１１Ｂ１～１１Ｂ６におい
て、ループアンテナ（例えば誘導ループアセンブリー５０８）は、分割リング共振器（例
えば分割リング共振器アセンブリー５６８）を励起する。所定の位相角に対する磁気（Ｈ
）場のパターンを示す。例えば搬送信号５１２の位相角が変化すると、磁束線の方向と密
度が、例えば分割リング共振器アセンブリー５６８の幾何学的範囲内に集束しそこから出
て行くのをみることができる。
【０１２２】
　具体的には、図１１Ｂ１～１１Ｂ２は、例えば搬送信号５１２の位相角が０度で例えば
分割リング共振器アセンブリー５６８が有るときと無いときの、例えば誘導ループアセン
ブリー５０８により生成される磁束線を（それぞれ）描いたものである。図１１Ｂ３～１
１Ｂ４は、例えば搬送信号５１２の位相角が４５度で例えば分割リング共振器アセンブリ
ー５６８が有るときと無いときの、例えば誘導ループアセンブリー５０８により生成され
る磁束線を（それぞれ）描いたものである。図１１Ｂ５～１１Ｂ６は、例えば搬送信号５
１２の位相角が９０度で例えば分割リング共振器アセンブリー５６８が有るときと無いと
きの、例えば誘導ループアセンブリー５０８により生成される磁束線を（それぞれ）描い
たものである。図１１Ｂ７～１１Ｂ８は、例えば搬送信号５１２の位相角が１３５度で例
えば分割リング共振器アセンブリー５６８が有るときと無いときの、例えば誘導ループア
センブリー５０８により生成される磁束線を（それぞれ）描いたものである。図１１Ｂ９
～１１Ｂ１０は、例えば搬送信号５１２の位相角が１８０度で例えば分割リング共振器ア
センブリー５６８が有るときと無いときの、例えば誘導ループアセンブリー５０８により
生成される磁束線を（それぞれ）描いたものである。図１１Ｂ１１～１１Ｂ１２は、例え
ば搬送信号５１２の位相角が２２５度で例えば分割リング共振器アセンブリー５６８が有
るときと無いときの、例えば誘導ループアセンブリー５０８により生成される磁束線を（
それぞれ）描いたものである。図１１Ｂ１３～１１Ｂ１４は、例えば搬送信号５１２の位
相角が２７０度で例えば分割リング共振器アセンブリー５６８が有るときと無いときの、
例えば誘導ループアセンブリー５０８により生成される磁束線を（それぞれ）描いたもの
である。図１１Ｂ１５～１１Ｂ１６は、例えば搬送信号５１２の位相角が３１５度で例え
ば分割リング共振器アセンブリー５６８が有るときと無いときの、例えば誘導ループアセ
ンブリー５０８により生成される磁束線を（それぞれ）描いたものである。
【０１２３】
　図１１Ｃを参照すると、ＲＦＩＤアンテナアセンブリーを有する分割リング共振器の使
用についての一般的な実施の形態が示されている。具体的には、製品モジュールアセンブ
リー２５０が４つの製品容器（例えば製品容器２５２、２５４、２５６、２５８）のため
のスロットを有することが示されている。４つのＲＦＩＤアンテナアセンブリー（例えば
ＲＦＩＤアンテナアセンブリー４５２、４６２、４６４、４６６）が、製品モジュールア
センブリー２５０に取り付けられている。ＲＦＩＤアンテナアセンブリー４５２により生
じた磁場の「上部」に焦点を合わせて例えば強化領域５９０を定めるため、１つの分割リ
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ング共振器アセンブリー（例えば分割リング共振器アセンブリー５６８）をＲＦＩＤアン
テナアセンブリー４５２の上部に置くことができる。この例では、ＲＦＩＤアンテナアセ
ンブリー４５２により生じた磁場の「下部」に焦点を合わせるために、分割リング共振器
アセンブリー（例えば分割リング共振器アセンブリー５９２）をＲＦＩＤアンテナアセン
ブリー４５２をＲＦＩＤアンテナアセンブリー４５２の下部に置くことができる。また、
さらなる３つの分割リング共振器アセンブリー（例えば分割リング共振器アセンブリー５
９４、５９６、５９８）は、それぞれＲＦＩＤアンテナアセンブリー４６２、４６４、４
６６により生じた磁場の「上部」に焦点を合わせて、各ＲＦＩＤアンテナアセンブリーに
関連付けられたそれぞれの強化領域を定めるため、ＲＦＩＤアンテナアセンブリー４６２
、４６４、４６６上部に置くことができる。実施例によっては、分割リング共振器は図１
１Ｃに示したように２つ用いるのではなく、１つとすることができる。１つの分割リング
共振器を用いる実施例では、分割リング共振器は、ＲＦＩＤアンテナアセンブリーの上部
に設置することも下部に設置することもできる。
【０１２４】
　図１２Ａを参照すると、分割リング共振器アセンブリー５６８を作るとき、分割リング
共振器アセンブリー５６８は、Ｌ－Ｃタンク回路としてモデル化することができる。例え
ば、キャパシターアセンブリー６０２、６０４は、リング５７０、５７２間の空間「ｘ」
（図１１Ａ)のキャパシタンスを表す。キャパシターアセンブリー６０６、６０８は、（
それぞれ）隙間５７４、５７６のキャパシタンスを表す。インダクターアセンブリー６１
０、６１２は、（それぞれ）リング５７０、５７２のインダクタンスを表す。さらに、相
互インダクタンス結合６１４は、リング５７０、５７２間の相互インダクタンス結合を表
す。したがって、キャパシターアセンブリー６０２、６０４、６０６、６０８、インダク
ターアセンブリー６１０、６１２、及び相互インダクタンス結合６１４の値は、分割リン
グ共振器アセンブリー５６８が望ましい共振周波数を持つよう選定することができる。
【０１２５】
　好ましい実施例では、空間「ｘ」は０．２０インチ（５．０ｍｍ）、隙間５７４の幅は
０．２０インチ（５．０ｍｍ）、隙間５７６の幅は０．２０インチ（５．０ｍｍ）、リン
グ５７０の幅「ｙ」（図１１Ａ)は０．２０インチ（５．０ｍｍ）、そしてリング５７２
の幅「ｚ」（図１１Ａ)は０．２０インチ（５．０ｍｍ）である。さらに、好ましい実施
例では、キャパシターアセンブリー６０２は、約１．００ピコファラッドの値とすること
ができ、キャパシターアセンブリー６０４は、約１．００ピコファラッドの値とすること
ができ、キャパシターアセンブリー６０６は、約１．００ピコファラッドの値とすること
ができ、キャパシターアセンブリー６０８は、約１．００ピコファラッドの値とすること
ができ、インダクターアセンブリー６１０は、約１．００ミリヘンリーの値とすることが
でき、インダクターアセンブリー６１２は、約１．００ミリヘンリーの値とすることがで
き、そして相互インダクタンス結合６１４は０．００１の値とすることができる。実施例
によっては、インダクターアセンブリー６１０は、約５ナノヘンリーの値とすることがで
きるが、種々の実施例において、インダクターアセンブリー６１０はここに記載した値と
異なる値とすることができる。
【０１２６】
　上述の通り、分割リング共振器アセンブリー５６８の共振周波数を搬送信号５１２（す
なわち、誘導ループアセンブリー５０８を励起する搬送信号）の周波数より少し高くする
（例えば５～１０％高くする）ことが望ましい。図１２Ｂを参照すると、例えば、分割リ
ング共振器アセンブリー５６８の、共振周波数の調整／位相シフトの変更／応答特性の調
節／Ｑファクターの変更を行うためのバラクタ同調回路６５０が示されている。例えば、
バラクタ同調回路６５０は、（それぞれ）リング５７０、５７２の隙間５７４、５７６内
に設置することができ、１つ又は２つのキャパシター（例えばキャパシター６５６、６５
８）と直列に、アノードとアノードに結合した１つ以上のバラクタダイオード６５２、６
５４（例えばＭＤＴ　ＭＶ２０００４）を有することができる。一般的な実施例では、キ
ャパシター６５６、６５８は、約１０ピコファラッドの値とすることができる。１対の抵
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抗アセンブリー（例えば６６０、６６２）は（それぞれ）バラクタダイオード６５２、６
５４のカソードとグランド６６４とをつなぎ、インダクターアセンブリー６６６は、（電
源６６８で生成された）負電圧をバラクタダイオード６５２、６５４のアノードに供給す
ることができる。一般的な実施例では、抵抗アセンブリー６６０、６６２は、約１００キ
ロオームの値とすることができ、インダクターアセンブリー６６６は、約２０～３００ナ
ノヘンリー（一般的には１００～２００ナノヘンリー）の値とすることができ、電源６６
８は約－２．５ボルトの値とすることができる。バラクタ同調回路６５０がバラクタダイ
オード（例えばバラクタダイオード６５２）を有するように作るならば、バラクタ同調回
路６５０とキャパシター６５８とをバラクタダイオード６５２とインダクターアセンブリ
ー６６６とを直接接続することができるので、バラクタダイオード６５４、及び抵抗アセ
ンブリー６６２は取り除くことができる。
【０１２７】
　分割リング共振器アセンブリー５６８は１対の一般的な円形リング（すなわちリング５
７０、５７２）を有するように記載されているが、これは説明目的のためだけのものであ
り、本明細書の開示内容を限定することを意図するものではない。具体的には、分割リン
グ共振器アセンブリー５６８の一般的形状は、磁場５６６を集束する方法又は望ましい領
域での左手系動作を起こすための形状に依存して変化する。加えて、実施例によっては、
分割リング共振器アセンブリー５６８は１つのリングを有することができる。加えて、例
えば、概ね円形の強化領域が望ましい場合、概ね円形のリングを有する分割リング共振器
アセンブリー５６８を用いることができる。あるいは、概ね長方形の強化領域が望ましい
場合、（図１３Ａに示す通り）概ね長方形のリングを有する分割リング共振器アセンブリ
ー５６８を用いることができる。またあるいは、概ね正方形の強化領域が望ましい場合、
概ね正方形のリングを有する分割リング共振器アセンブリー５６８を用いることができる
。加えて、概ね楕円形の強化領域が望ましい場合、概ね楕円形のリングを有する分割リン
グ共振器アセンブリー５６８を用いることができる。
【０１２８】
　さらに、分割リング共振器アセンブリー５６８で用いるリングは（図１１Ａに示したよ
うな）滑らかなリングである必要はなく、アプリケーションに応じて、滑らかでない（例
えば波形の）表面であってもよい。そのような波形のリング表面の例を図１３Ｂに示す。
【０１２９】
　図１４及び１５を参照して、処理システム１０は、ハウジングアセンブリー７００に組
み込むことができる。ハウジングアセンブリー７００は、１つ以上の点検窓／パネル７０
２、７０４を有しており、例えば、処理システム１０のサービスを可能にし、空の製品容
器（例えば製品容器２５８）の交換を可能にする。（例えばセキュリティ、安全性などの
）種々の理由で、処理システム１０の内部部品には専ら関係者によってアクセスできるよ
うに、点検窓／パネル７０２、７０４の保安を確保しておくことが望ましい。したがって
、先に説明したＲＦＩＤサブシステム（例えばＲＦＩＤサブシステム４７４）は、しかる
べきＲＦＩＤタグアセンブリーをＲＦＩＤアンテナアセンブリー７５０に近づけた場合に
のみ、点検窓／パネル７０２、７０４が開くように作ることができる。そのような、しか
るべきＲＦＩＤタグアセンブリーの例として、製品容器（例えば製品容器２５８に取り付
けたＲＦＩＤタグアセンブリー４５４）に取り付けられたＲＦＩＤタグアセンブリーが含
まれる。
【０１３０】
　ＲＦＩＤアンテナアセンブリー７５０は、マルチセグメントの誘導ループアセンブリー
７５２を含んでいる。第１のマッチング要素７５４（例えば５．００ｐＦのキャパシター
）は、グランド７５６とＲＦＩＤアンテナアセンブリー７５０を励起することのできるポ
ート７５８との間に接続される。第２のマッチング要素７６０（例えば１６．５６ナノヘ
ンリーのインダクター）は、ポート７５８とマルチセグメントの誘導ループアセンブリー
７５２との間に設置される。マッチング要素７５４、７６０は、マルチセグメントの誘導
ループアセンブリー７５２のインピーダンスを調整して必要なインピーダンス（例えば５
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０．００オーム）にする。一般に、マッチング要素７５４、７６０は、ＲＦＩＤアンテナ
アセンブリー７５０の効率を向上させることができる。
【０１３１】
　任意に、ＲＦＩＤアンテナアセンブリー７５０は、ＲＦＩＤアンテナアセンブリー７５
０が広い周波数範囲で用いることができるように作られた要素７６２（例えば５０．００
オームの抵抗）のＱファクターを減少させたものを含むことができる。これは、また、Ｒ
ＦＩＤアンテナアセンブリー７５０を全帯域で用いることができるようにすることであり
、マッチングネットワーク内の許容範囲にすることができることでもある。例えば、ＲＦ
ＩＤアンテナアセンブリー７５０が関与する帯域が５０ＭＨｚで、Ｑファクター要素（こ
こでは、「Ｑ値低減要素」とも称する）がアンテナを１００ＭＨｚの幅にするよう作られ
ているとすると、ＲＦＩＤアンテナアセンブリー７５０の性能に影響を与えることなくＲ
ＦＩＤアンテナアセンブリー７５０の中心周波数が２５ＭＨｚだけ移動することができる
。Ｑ値低減要素７６２は、マルチセグメントの誘導ループアセンブリ７５２内に設置する
ことも、ＲＦＩＤアンテナアセンブリー７５０のどこか別の場所に設置することもできる
。
【０１３２】
　上述の通り、比較的小さな誘導ループアセンブリー（例えば図９及び１０の誘導ループ
アセンブリー５０８）を用いることにより、アンテナアセンブリーの遠距離電磁場性能を
低下させ近距離電磁場性能を向上させることができる。残念ながら、このような小さな誘
導ループアセンブリーを用いるばあい、ＲＦＩＤアンテナアセンブリーの検出範囲の深度
も比較的小さくなる（例えば、通常、ループの直径に比例する）。したがって、検出範囲
の深度を大きくするためには、直径の大きなループを使用することができる。残念ながら
、上述の通り、直径の大きなループを使用すると、遠距離電磁場性能を向上させ近距離電
磁場性能を低下させる結果となる。
【０１３３】
　したがって、マルチセグメントの誘導ループアセンブリー７５２は、位相シフト要素（
例えば、キャパシターアセンブリー７８０、７８２、７８４、７８６、７８８、７９０、
７９２）をもつ複数の離散的アンテナセグメント（例えば、アンテナセグメント７６４、
７６６、７６８、７７０、７７２、７７４、７７６）を有することができる。キャパシタ
ーアセンブリー７８０、７８２、７８４、７８６、７８８、７９０、７９２の例として、
１．０ｐＦのキャパシター又はバラクタ（例えば可変電圧キャパシター）例えば、０．１
～２５０ｐＦのバラクタを含めることができる。マルチセグメントの誘導ループアセンブ
リー７５２の位相シフトを適応制御するために、または、マルチセグメントの誘導ループ
アセンブリー７５２の特性を調整して種々の誘導結合特性及び／又は磁気特性を実現させ
ることを目的として、上述の位相シフト要素を作ることができる。上述の位相シフト要素
の代替的実施例は結合線路（不図示）である。
【０１３４】
　上述の通り、ＲＦＩＤアンテナアセンブリー７５０を励起する搬送信号の波長の２５％
未満にアンテナセグメントの長さを保持することにより、アンテナセグメントから放射さ
れるエネルギー量が減少し、遠距離電磁場性能は損なわれるが、近距離電磁場性能は向上
する。したがって、アンテナセグメント７６４、７６６、７６８、７７０、７７２、７７
４、７７６の各々は、ＲＦＩＤアンテナアセンブリー７５０を励起する搬送信号の波長の
２５％以下になるよう寸法を定める。さらに、キャパシターアセンブリー７８０、７８２
、７８４、７８６、７８８、７９０、７９２の各々を適切な寸法にすることにより、搬送
信号がマルチセグメントの誘導ループアセンブリー７５２の周りに伝わってくるときに生
じる位相シフトがマルチセグメントの誘導ループアセンブリー７５２に組み込まれた種々
のキャパシターアセンブリーにより相殺される。したがって、説明目的で、アンテナセグ
メント７６４、７６６、７６８、７７０、７７２、７７４、７７６の各々は、９０°の位
相シフトが起こると仮定する。したがって、適切な寸法のキャパシターアセンブリー７８
０、７８２、７８４、７８６、７８８、７９０、７９２を用いることにより、各セグメン
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トで生じる９０°の位相シフトは低減／削除される。例えば、９１５ＭＨｚの搬送信号で
、搬送信号の波長の２５％未満（一般には１０％）のアンテナセグメント長さを持つもの
に対して、好ましい、位相シフト及び同調セグメントの共振の相殺を行うために、１．２
ｐＦのキャパシターアセンブリーを用いることができる。
【０１３５】
　上述の通り、ＲＦＩＤアンテナアセンブリー７５０を励起する搬送信号の波長の２５％
より長くない、比較的短いアンテナセグメント（例えばアンテナセグメント７６４、７６
６、７６８、７７０、７７２、７７４、７７６）を用いることにより、アンテナアセンブ
リー７５０の遠距離電磁場性能を低下させ、近距離電磁場性能を向上させることができる
。
【０１３６】
　ＲＦＩＤアンテナアセンブリー７５０から高いレベルの遠距離電磁場性能が望ましい場
合は、ＲＦＩＤアンテナアセンブリー７５０は、マルチセグメントの誘導ループアセンブ
リー７５２の一部に接続された遠距離アンテナアセンブリー７９４（例えばダイポールア
ンテナアセンブリー）を有することができる。遠距離アンテナアセンブリー７９４は、第
１のアンテナ部７９６（すなわち、ダイポールの第１の部分を形成する）と第２のアンテ
ナ部７９８（すなわち、ダイポールの第２の部分を形成する）を含むことができる。上述
の通り、アンテナセグメント７６４、７６６、７６８、７７０、７７２、７７４、７７６
の長さを搬送信号の波長の２５％未満に保持することによりアンテナアセンブリー７５０
の遠距離電磁場性能を低下させ、近距離電磁場性能を向上させることができる。したがっ
て、第１のアンテナ部７９６と第２のアンテナ部７９８の合計長さは、搬送信号の波長の
２５％以上とすることができ、遠距離電磁場性能のレベルが向上する。
【０１３７】
　マルチセグメントの誘導ループアセンブリー７５２は、留め継ぎで結合した複数の直線
アンテナセグメントで作られているが、これはもっぱら説明目的のためであり、本明細書
の開示内容を限定することを意図するものではない。例えば、複数の曲がったアンテナセ
グメントを、マルチセグメントの誘導ループアセンブリー７５２を構成するために用いる
こともできる。加えて、マルチセグメントの誘導ループアセンブリー７５２は、どのよう
なループ型の形状で作ることもできる。例えば、マルチセグメントの誘導ループアセンブ
リー７５２は、（図１５Ａに示すような）楕円形、円形、正方形、長方形、又は八角形に
することができる。
【０１３８】
　上述の通り、分割リング共振器アセンブリー５６８（図１１Ａ）又は複数の分割リング
共振器アセンブリーは、分割リング共振器アセンブリー５６８（図１１Ａ）が誘導ループ
アセンブリー５０８（図１１Ａ）と磁気的に結合し、少なくとも誘導ループアセンブリー
５０８（図１１Ａ）により生じた（図１１Ａの矢印５６６で示したような）磁場の一部が
、例えば隣接するスロットアセンブリーに設置された製品容器を読み込む可能性をさらに
減少させるために、集束するような（図１１Ａの誘導ループアセンブリー５０８に対する
相対位置に）設置される。このような分割リング共振器アセンブリーは、マルチセグメン
トの誘導ループアセンブリー７５２により作られる磁場を集束させるために上述のマルチ
セグメントの誘導ループアセンブリー７５２とともに用いることができる。マルチセグメ
ントの誘導ループアセンブリー７５２とともに用いられる分割リング共振器アセンブリー
８００の一例を図１５Ｂに示す。分割リング共振器８００を望ましい共振周波数を持つよ
う調整するために、分割リング共振器８００にある隙間の数は変わる。
【０１３９】
　分割リング共振器アセンブリー５６８の説明と同様に、分割リング共振器８００の形は
、マルチセグメントの誘導ループアセンブリー７５２により生じた磁場を集束させる方法
に応じて変更することができる。例えば、一般的に円形の強化領域が望ましい場合、一般
的に円形のリングを有する分割リング共振器アセンブリー８００を用いることができる。
あるいは、一般的に長方形の強化領域が望ましい場合、一般的に長方形のリングを有する
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分割リング共振器アセンブリー８００を用いることができる。またあるいは、一般的に正
方形の強化領域が望ましい場合、一般的に正方形のリングを有する分割リング共振器アセ
ンブリー８００を用いることができる。加えて、一般的に楕円形の強化領域が望ましい場
合、（図１５Ｂに示すような）一般的に楕円形のリングを有する分割リング共振器アセン
ブリー８００を用いることができる。
【０１４０】
（渦電流トラップ）
　図１８Ａ及び１８Ｂを参照して、ボード１１００が、２つのループアンテナ１１０２、
１１０４とその間にある渦電流トラップ１１０６と共に示されている。図１８Ｂは、渦電
流トラップ１１０６の実施例の電気的回路図を示す。渦電流トラップ１１０６は、グラン
ド面１１１０、Ｑ値低減抵抗１１１２、容量性隙間１１１４、及び誘導性トレース１１０
８とを有する。
【０１４１】
　アンテナの種々の実施例において、いくつかの実施例では、２つのループアンテナ１１
０２、１１０４の間に渦電流トラップ１１０６を取り付け／設置することができる。した
がって、いくつかの実施例では、渦電流トラップ１１０６は、ループアンテナ１１０２、
１１０４から所定の距離だけ隔てて取り付け／設置することができる。渦電流トラップ１
１０６は、ループアンテナ１１０２、１１０４からの電磁場のパターンを吸収する共振タ
ンク回路である。いくつかの実施例では、渦電流トラップ１１０６は、集中定数素子又は
分布定数素子、あるいは、これら２つの組み合わせとすることができる。渦電流トラップ
１１０６は、ループアンテナ１１０２、１１０４同士の分離特性を改善するために用いる
ことができる。いくつかの実施例では、図１９に示すように、少なくとも１つの分割リン
グ共振器１１１６、１１１８は、図１８に示すボードの対辺にプリントすることができる
。しかし、実施例によっては、少なくとも１つの分割リング共振器１１１６、１１１８は
、別のボードにプリントすることができる。
【０１４２】
　図１９に示すように、実施例によっては、分割リング共振器１１１６、１１１８は、単
一のリングである。しかし、他の実施例において、分割リング共振器１１１６、１１１８
は、ここに記載した分割リング共振器のいずれの実施例とすることもできる。実施例によ
っては、１つ以上のＱ値低減要素１１１２を広帯域応答性を改善するために用いることが
できる。
【０１４３】
　図２０Ａ～２０Ｅを参照すると、種々の結果が示されている。図２０Ａには、基準キャ
リブレーションが示されている。これは、１つの実施例における、２つのループアンテナ
の分離特性を示すキャリブレーションである。図２０Ｂは、渦電流トラップを取り付けて
、２つのループアンテナの間の分離特性を計測したものである。図２０Ｂは、２つのルー
プアンテナの間の分離特性が改善されたことを示している。図２０Ｃ～２０Ｅには、種々
のＱ値低減抵抗を取り付け（例えばそれぞれ図２０Ｃでは２オーム、図２０Ｄでは５オー
ム、図２０Ｅでは１０オーム）たとき、改善された広帯域応答特性が示されている。図２
０Ｆでは、電磁的シミュレーションの結果が示されている。２Ｄ平面への３Ｄプロットが
示されている。ここで、磁場電流は、メーターあたりのアンペアで示されている。このプ
ロットから、渦電流トラップにトラップされるエネルギー量がわかる。この結果では、渦
電流トラップがある場合とない場合との比較が示されている。最後に、図２０Ｆ～２０Ｇ
は、電磁的シミュレーションを行った結果得られた分離特性を示し、図２０Ｇは渦電流ト
ラップにトラップされるエネルギー量を示し、図２０Ｆは、渦電流トラップがない場合の
結果を示す。
【０１４４】
　図２１を参照すると、ループアンテナの他の１つの実施例が示されている。ループアン
テナのこの実施例は、ここに記載した種々のシステムのいずれにも使用することができる
。図２１に示すループアンテナは、ループアンテナの１つの実施例であり、種々の実施例
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において変化する。
【０１４５】
　図１６Ａを参照すると、アクセスドア／パネル７０２、７０４（図１４）を解放できる
ようにするＲＦＩＤアンテナアセンブリー９５０の好ましい実施例が示されている。
【０１４６】
　ＲＦＩＤアンテナアセンブリー９５０はマルチセグメントの誘導ループアセンブリー９
５２を有することができる。第１のマッチング要素９５４（例えば５．００ｐＦのキャパ
シター）は、グランド９５６と、ＲＦＩＤアンテナアセンブリー９５０を励起するポート
９５８との間に接続することができる。第２のマッチング要素９６０（例えば５．００ｐ
Ｆのキャパシター）は、ポート９５８とマルチセグメントの誘導ループアセンブリー９５
２との間に配置することができる。マッチング要素９５４、９６０は、マルチセグメント
の誘導ループアセンブリー９５２のインピーダンスを調整して望ましいインピーダンス（
例えば５０．００オーム）にすることができる。一般に、マッチング要素９５４、９６０
により、ＲＦＩＤアンテナアセンブリー９５０の効率を改善することができる。
【０１４７】
　ＲＦＩＤアンテナアセンブリー９５０は、ＲＦＩＤアンテナアセンブリー７５０を調整
するための抵抗要素９６２（例えば５０．００オームの抵抗）を有することができる。抵
抗要素９６２は、マルチセグメントの誘導ループアセンブリー９５２に置くことも、また
は、ＲＦＩＤアンテナアセンブリー９５０内の他の場所に置くこともできる。
【０１４８】
　マルチセグメントの誘導ループアセンブリー９５２は、位相シフト要素（例えばキャパ
シターアセンブリー９８０、９８２、９８４、９８６、９８８、９９０、９９２）と共に
、複数の別々のアンテナセグメント（例えばアンテナセグメント９６４、９６６、９６８
、９７０、９７２、９７４、９７６）を含むことができる。キャパシターアセンブリー９
８０、９８２、９８４、９８６、９８８、９９０、９９２の例として１．０ｐＦのキャパ
シター又はバラクタ（例えば、可変電圧キャパシター）例えば、０．１～２５０ｐＦのバ
ラクタがある。マルチセグメントの誘導ループアセンブリー９５２の位相シフトを最適に
制御し、状況の変化を補償するようにするか、又はマルチセグメントの誘導ループアセン
ブリー９５２の特性を調整し、種々の誘導結合特性及び／又は磁気特性を実現させること
を目的として、上述の位相シフト要素を作ることができる。ある実施例において、上述の
位相シフト要素の代替的実施例は結合線路（不図示）である。
【０１４９】
　上述の通り、ＲＦＩＤアンテナアセンブリー７５０を励起する搬送信号の波長の２５％
未満にアンテナセグメントの長さを保持することにより、アンテナセグメントから放射さ
れるエネルギー量が減少し、遠距離電磁場性能は損なわれるが、近距離電磁場性能は向上
する。したがって、アンテナセグメント９６４、９６６、９６８、９７０、９７２、９７
４、９７６の各々は、ＲＦＩＤアンテナアセンブリー９５０を励起する搬送信号の波長の
２５％以下になるよう寸法を定める。さらに、キャパシターアセンブリー９８０、９８２
、９８４、９８６、９８８、９９０、９９２の各々を適切な寸法にすることにより、搬送
信号がマルチセグメントの誘導ループアセンブリー９５２の周りに伝わってくるときに生
じる位相シフトがマルチセグメントの誘導ループアセンブリー９５２に組み込まれた種々
のキャパシターアセンブリーにより相殺される。したがって、説明目的で、アンテナセグ
メント９６４、９６６、９６８、９７０、９７２、９７４、９７６の各々は、９０°の位
相シフトが起こると仮定する。したがって、適切な寸法のキャパシターアセンブリー９８
０、９８２、９８４、９８６、９８８、９９０、９９２を用いることにより、各セグメン
トで生じる９０°の位相シフトは低減／削除される。例えば、９１５ＭＨｚの搬送信号で
、搬送信号の波長の２５％未満（一般には１０％）のアンテナセグメント長さを持つもの
に対して、好ましい、位相シフト及び同調セグメントの共振の相殺を行うために、１．２
ｐＦのキャパシターアセンブリーを用いることができる。
【０１５０】
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　上述の通り、ＲＦＩＤアンテナアセンブリー９５０を励起する搬送信号の波長の２５％
より長くない、比較的短いアンテナセグメント（例えばアンテナセグメント９６４、９６
６、９６８、９７０、９７２、９７４、９７６）を用いることにより、アンテナアセンブ
リー９５０の遠距離電磁場性能を低下させ、近距離電磁場性能を向上させることができる
。
【０１５１】
　ＲＦＩＤアンテナアセンブリー９５０から高いレベルの遠距離電磁場性能が望ましい場
合は、ＲＦＩＤアンテナアセンブリー９５０は、マルチセグメントの誘導ループアセンブ
リー９５２の一部に接続された遠距離アンテナアセンブリー９９４（例えばダイポールア
ンテナアセンブリー）を有することができる。遠距離アンテナアセンブリー９９４は、第
１のアンテナ部９９６（すなわち、ダイポールの第１の部分を形成する）と第２のアンテ
ナ部９９８（すなわち、ダイポールの第２の部分を形成する）を含むことができる。上述
の通り、アンテナセグメント９６４、９６６、９６８、９７０、９７２、９７４、９７６
の長さを搬送信号の波長の２５％未満に保持することによりアンテナアセンブリー９５０
の遠距離電磁場性能を低下させ、近距離電磁場性能を向上させることができる。したがっ
て、第１のアンテナ部９９６と第２のアンテナ部９９８の合計長さは、搬送信号の波長の
２５％以上とすることができ、遠距離電磁場性能のレベルが向上する。
【０１５２】
　マルチセグメントの誘導ループアセンブリー９５２は、留め継ぎで結合した複数の直線
アンテナセグメントで構成されているが、これはもっぱら説明目的のためであり、本明細
書の開示内容を限定することを意図するものではない。例えば、複数の曲がったアンテナ
セグメントを、マルチセグメントの誘導ループアセンブリー９５２を構成するために用い
ることもできる。加えて、マルチセグメントの誘導ループアセンブリー９５２は、どのよ
うなループ型の形状で作ることもできる。例えば、マルチセグメントの誘導ループアセン
ブリー９５２は、（図１６Ａに示すような）楕円形、円形、正方形、長方形、又は八角形
にすることができる。
【０１５３】
　上述の通り、分割リング共振器アセンブリー５６８（図１１Ａ）又は複数の分割リング
共振器アセンブリーは、分割リング共振器アセンブリー５６８（図１１Ａ）が誘導ループ
アセンブリー５０８（図１１Ａ）と磁気的に結合し、少なくとも誘導ループアセンブリー
５０８（図１１Ａ）により生じた（図１１Ａの矢印５６６で示したような）磁場の一部が
、例えば隣接するスロットアセンブリーに設置された製品容器を読み込む可能性をさらに
減少させるために、集束するような（図１１Ａの誘導ループアセンブリー５０８に対する
相対位置に）、設置される。このような分割リング共振器アセンブリーは、マルチセグメ
ントの誘導ループアセンブリー９５２により作られる磁場を集束させるために上述のマル
チセグメントの誘導ループアセンブリー９５２とともに用いることができる。マルチセグ
メントの誘導ループアセンブリー９５２とともに用いられる分割リング共振器アセンブリ
ー１０００の一例を図１６Ｂに示す。分割リング共振器１０００を望ましい共振周波数を
持つよう調整するために、分割リング共振器１０００にある隙間の数は変わる。上述の通
り、分割リング共振器アセンブリー１０００の共振周波数を搬送信号５１２（すなわち、
誘導ループアセンブリー９５２を励起する搬送信号）の周波数より少し高くする（例えば
５～１０％高くする）ことが望ましい。図１２Ｂを参照すると、例えば、分割リング共振
器アセンブリー１０００の、共振周波数の調整／位相シフトの変更／応答特性の調節／Ｑ
ファクターの変更を行うためのバラクタ同調回路６５０が示されている。例えば、バラク
タ同調回路６５０は、共振器１０００のリングの隙間５７４、５７６内に設置することが
でき、１つ又は２つのキャパシター（例えばキャパシター６５６、６５８）と直列に、ア
ノードとアノードに結合した１つ以上のバラクタダイオード６５２、６５４（例えばＭＤ
Ｔ　ＭＶ２０００４）を有することができる。一般的な実施例では、キャパシター６５６
、６５８は、約１０ピコファラッドの値とすることができる。１対の抵抗アセンブリー（
例えば６６０、６６２）は（それぞれ）バラクタダイオード６５２、６５４のカソードと
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グランド６６４とをつなぎ、インダクターアセンブリー６６６は、（電源６６８で生成さ
れた）負電圧をバラクタダイオード６５２、６５４のアノードに供給することができる。
一般的な実施例では、抵抗アセンブリー６６０、６６２は、約１００キロオームの値とす
ることができ、インダクターアセンブリー６６６は、約２０～３００ナノヘンリー（一般
的には１００～２００ナノヘンリー）の値とすることができ、電源６６８は約－２．５ボ
ルトの値とすることができる。バラクタ同調回路６５０がバラクタダイオード（例えばバ
ラクタダイオード６５２）を有するように作るならば、バラクタ同調回路６５０とキャパ
シター６５８とをバラクタダイオード６５２とインダクターアセンブリー６６６とを直接
接続することができるので、バラクタダイオード６５４、及び抵抗アセンブリー６６２は
取り除くことができる。
【０１５４】
　システムは、ＲＦＩＤアンテナアセンブリー（例えばＲＦＩＤアンテナアセンブリー４
５２）の上に置いた製品容器（例えば製品容器２５８）に取り付けられたＲＦＩＤタグア
センブリー（例えばＲＦＩＤタグアセンブリー４５４）を有し、ＲＦＩＤアンテナアセン
ブリーはブラケットアセンブリー２８２に取り付けられたＲＦＩＤタグ（例えばＲＦＩＤ
タグアセンブリー４５８）の上に置くものとして上述したが、これはもっぱら説明目的の
ためであり、本明細書の開示内容を限定することを意図するものではなく、他の構成も可
能である。例えば、製品容器（例えば製品容器２５８）に取り付けられたＲＦＩＤタグア
センブリー（例えばＲＦＩＤタグアセンブリー４５４）は、ＲＦＩＤアンテナアセンブリ
ー（例えばＲＦＩＤアンテナアセンブリー４５２）の下に置くことができ、ＲＦＩＤアン
テナアセンブリーは、ブラケットアセンブリー２８２に取り付けられたＲＦＩＤタグ（例
えばＲＦＩＤタグアセンブリー４５８）の下に置くことができる。
【０１５５】
　　種々の電気的要素、機械的要素、電気機械部要素およびソフトウェア処理が、飲料を
分配する処理システムで利用される旨上述したが、これはもっぱら説明目的のためであり
、本明細書の開示内容を限定することを意図するものではなく、他の構成も可能である。
例えば、上述の処理システムは、別の消費可能な製品（例えばアイスクリームとアルコー
ル飲料）の処理/分配のために利用することができる。加えて、上述のシステムは食品産
業以外の領域でも利用することができる。例えば、上述のシステムは、ビタミン、調合薬
、医療品、清掃製品、潤滑剤、塗装又は染色製品、または別の非消耗液体／半液体／粉状
固形物及び／又は粉状流体の処理／調剤のために利用することができる。
【０１５６】
　上述の通り、処理システム１０の、種々の電気的要素、機械的要素、電気機械部要素お
よびソフトウェア処理は、１つ以上の基質（また「原料」とも呼ばれる）から製品の要求
時に生成することが望まれるあらゆる機械の中で使用することができる。
【０１５７】
　種々の実施例において、製品はプロセッサにプログラムされているレシピに従って生成
される。上述のように、レシピは許可があれば更新され、取り込まれ、変更される。レシ
ピはユーザーの要求により、あるいは、あらかじめプログラムし、スケジュールに従いで
準備することができる。レシピは、任意の数の基質または原料を有することができ、また
、生成された製品には、任意の数の基質又は原料が任意の望ましい濃度で含まれる。
【０１５８】
　使用する基質は、任意の濃度での任意の流体、あるいは、機械が製品を生成している間
又は機械が製品を生成する前に、水で戻される任意の粉末あるいは別の固形物である（つ
まり、粉末又は固形物を水で戻す「バッチ」処理は、追加製品を製造するための計量、又
は製品として「バッチ」溶液を分配するための、特定の準備期間中に行われる）。種々の
失し例において、１以上の基質を１つのマニホールド中で混ぜ合わせ、計量して、他の追
加基質を混ぜるために他のマニホールドに送られる。
【０１５９】
　したがって、種々の実施例において、要求があったとき、または実際の要求がある前で
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はあるが必要な時に、マニホールドでの計量により、レシピ、第１の基質及び、少なくと
も１つの追加基質により、第１のマニホールド中の溶液が作られる。実施例によっては、
基質の１つを水で戻すことができ、すなわち、その基質は粉末／固体とすることができ、
特定の量を混合マニホールドに加えることができる。液体の基質も、同じ混合マニホール
ドに加えることができ、そして、粉末の基質を、その液体の中で必要な濃度にもどすこと
ができる。このマニホールドの内容物は、例えば、他のマニホールドに送られるか、また
は、分配される。
【０１６０】
　実施例によっては、ここに記載の方法は、要求に応じて混ぜ合わせる血液透析液ととも
に用いることができ、レシピ／処方箋に従い腹膜透析または血液透析に使用することがで
きる。当業者に知られているように、透析液の組成として、重炭酸塩、ナトリウム、カル
シウム、カリウム、塩化物、ブドウ糖、乳酸塩、酢酸、酢酸塩、マグネシウム、グルコー
スおよび塩酸のうちの１つ以上が含まれるが、これに限定されない。
【０１６１】
　透析液は、浸透を通して、血液からの不用の分子（例えば尿素、クレアチニン、カリウ
ム、リン酸塩、その他のようなイオン）および水を透析液中に抜きとるために使用される
。透析溶液は当該技術分野における通常の知識を有する者にはよく知られている。
【０１６２】
　例えば、透析液は、一般的には健康な血液での生来の濃度と同じような、カリウムおよ
びカルシウムのような様々なイオンを含んでいる。ある場合には、透析液が炭酸水素ナト
リウムを含んでおり、それは、通常、正常な血液で見つかるよりも幾分高い濃度である。
一般的には、透析液は、１つ以上の成分を水源（例えば逆浸透又は「ＲＯ」水）と混ぜた
水によって準備される。例えば「酸」（それは酢酸、ブドウ糖、ＮａＣｌ、ＣａＣｌ、Ｋ
Ｃｌ、ＭｇＣｌ、その他のような様々な種類を有する）、炭酸水素ナトリウム（ＮａＨＣ
Ｏ３）及び／又は塩化ナトリウム（ＮａＣｌ）である。塩類、浸透性、ｐＨおよび同種の
ものの適切な濃度を使用することを含む透析液の準備は、当該技術における通常の知識を
有する者にはよく知られている。以下に詳述するように、要求に応じて、実時間で透析液
を準備する必要はない。例えば、透析液は、同時にあるいは透析に先立って製造すること
ができ、透析液貯蔵タンクその他同種のものの内部に格納される。
【０１６３】
　実施例によっては、１以上の基質、例えば、重炭酸塩が粉末形態で貯蔵される。説明用
の例示目的のためだけであるが、粉末基質はこの例において「重炭酸塩」と呼ばれるが、
他の実施例では、重炭酸塩に加えて、又はその代わりに、任意の基質／原料が粉末形態で
、あるいは別の固形物として機械に貯蔵され、そして、基質を水で戻すために、ここに記
述された処理が使用される。重炭酸塩は、例えば、マニホールドに注ぐ「使い捨て型」容
器に貯蔵される。実施例によっては、多くの重炭酸塩が容器に貯蔵され、そして、容器か
ら特定量の重炭酸塩がこの容器からマニホールドへ計量される。実施例によっては、重炭
酸塩の全量が完全にマニホールドの中に全部移されて、つまり、大容量の透析液が混ぜら
れる。
【０１６４】
　第１のマニホールド中の溶液は、第２のマニホールドで１つ以上の追加の基質／原料と
混ぜられる。さらに、実施例によっては、第１のマニホールド中で混ぜられた溶液をテス
トして所望の濃度に到達したことを保証するために、１つ以上のセンサー（例えば１つ以
上の導電率センサー）が設けられる。実施例によっては、この１つ以上のセンサーからの
データは、フィードバック制御ループで溶液中の誤りを修正するために用いることができ
る。例えば、重炭酸塩溶液が望ましい濃度より濃い濃度あるいは薄い濃度を有することを
検出器データが示す場合、追加の重炭酸塩あるいはＲＯ（逆浸透水）がマニホールドに加
えられる。
【０１６５】
　実施例によっては、レシピでは、原料が水で戻された粉末／固形あるいは液体であって
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ニホールド中に水で戻される。
【０１６６】
　したがって、ここに記載したシステムと方法は、透析液、医療に使用される他の溶液を
含むその他の溶液の、正確な、要求に応じての生産や合成の方法を提供することができる
。実施例によっては、このシステムは、例えば２００８年２月２７日に申請され、２００
７年２月２７日の優先日を有する米国特許出願シリアル番号１２/０７２，９０８に記述
されたような、透析機械に組み入れることができる。この米国特許出願の内容は、参照に
よってその全体がここに組み入れられる。他の実施例では、製品を、要求に応じての混合
が必要とされるあらゆる機械に組み入れることができる。
【０１６７】
　水は、透析液で最も大きな体積を占めており、それが透析液のバッグを輸送する際の高
コスト、広空間および長時間につながる。上述の処理システム１０では、透析機械、又は
独立形の分配機械（例えば、患者宅の現地）内に透析液を準備することができ、これによ
り、多数の透析液のバッグの輸送及び貯蔵が必要でなくなる。上述のこのような処理シス
テム１０は、ユーザー又はプロバイダーに必要な処方薬を用意する能力を提供し、上述の
処理システムは、ここに記載したシステム及び方法を用いて、要求に応じて現場で（例え
ば医療センター、薬局、あるいは患者の家を含むが、これらに限定されない）必要な処方
薬を提供する。したがって、ここに記載のシステム及び方法により、基質／原料が輸送／
配送を必要とするただ一つの原料であるとき輸送コストを低減することができる。
【０１６８】
　上述の通り、処理システム１０で製造することができる製品の他の例として、乳製品（
例えば、ミルクセーキ、フロート、モルト、フラッペ）、コーヒー製品（例えば、コーヒ
ー、カプチーノ、エスプレッソ）、ソーダ製品（例えば、フロート、フルーツジュース入
りソーダ）、ティー製品（例えば、アイスティー、甘茶、熱いお茶）、水製品（例えば、
湧水、風味付き湧水、ビタミン入り湧水、高電解質飲料、高糖質飲料）、固形製品（例え
ば、トレイルミックス、グラノーラ製品、ミックスナッツ、シリアル製品、ミックスグレ
イン製品）、医薬品（例えば不溶解性の薬剤、注射可能な薬剤、摂取可能な薬剤）、アル
コールベースの製品（例えばカクテル、ワインスプリッツ、ソーダベースのアルコール飲
料、水ベースのアルコール飲料）、工業製品（例えば溶剤、ペイント、潤滑剤、染料）、
並びに健康／美容目的の製品（例えばシャンプー、化粧品、石鹸、ヘアコンディショナー
、皮膚処理、局所軟膏）が含まれるがこれらに限定されない。
【０１６９】
　多くの実施の形態をここに記載した。しかしながら、様々な変更が可能であることは理
解されよう。従って、別の実施例も以下の請求項の範囲内である。
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